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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　裏材層と、
　前記裏材層の少なくとも１つの主表面に隣接して配置される少なくとも１つの感圧接着
剤層と、を含む接着テープであって、前記感圧接着剤層が以下の１）と２）とを含み、
　１）以下のａ）とｂ）とを含む硬化性組成物の架橋された反応生成物を含むアクリルコ
ポリマー、
　　ａ）以下のｉ）とｉｉ）との少なくとも部分的に重合した反応生成物であるアクリル
前駆体、
　　　ｉ）以下の（１）と（２）とを含む一価モノマー混合物、
　　　　（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマー、
　　　　（２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個の
アルキル（メタ）アクリレート、
　　　ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤、
　　ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤、
　２）前記アクリルコポリマー中に懸濁された又は分散した無機粒子、
　ここで、前記接着テープが破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし
可能であり、
　前記無機粒子がシリカを含む、接着テープ。
【請求項２】
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　第一基材と、
　第二基材と、
　前記第一基材と前記第二基材との間に配置された接着テープと、を含む物品であって、
前記接着テープが前記第一基材を前記第二基材に連結し、前記接着テープが、
　Ａ）裏材層と、
　Ｂ）前記裏材層の第一主表面に隣接する第一感圧接着剤層、及び、前記裏材層の第二主
表面に隣接する第二感圧接着剤層であって、前記第一感圧接着剤層及び前記第二感圧接着
剤層が各々以下の１）と２）を含む、第一感圧接着剤層及び第二感圧接着剤層と、
　　１）以下のａ）とｂ）とを含む硬化性組成物の架橋された反応生成物を含むアクリル
コポリマー、
　　　ａ）以下のｉ）とｉｉ）との少なくとも部分的に重合した反応生成物であるアクリ
ル前駆体、
　　　　ｉ）以下の（１）と（２）とを含む一価モノマー混合物、
　　　　　（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマー、
　　　　　（２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個
のアルキル（メタ）アクリレート、
　　　　ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤、
　　　ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤、
　　２）前記アクリルコポリマー中に懸濁された又は分散した無機粒子、
　Ｃ）前記第一基材及び前記第二基材のうちの少なくとも１つを超えて延在するツメと、
を含み、前記ツメを引くことによって前記接着テープが引き伸ばされ、前記第一基材から
、前記第二基材から、又は、前記第一基材及び前記第二基材の両方から、前記接着テープ
が剥離され、前記ツメを引くと前記接着テープが破損せずに第一方向に少なくとも５０パ
ーセント引き伸ばし可能であり、
　前記無機粒子がシリカを含む、物品。
【請求項３】
　第一基材と、
　前記第一基材に接着した接着テープと、を含む物品であって、前記接着テープが、
　Ａ）裏材層と、
　Ｂ）前記裏材層の第一主表面に隣接する感圧接着剤層であって、前記感圧接着剤層が以
下の１）と２）とを含む感圧接着剤層と、
　　１）以下のａ）とｂ）とを含む硬化性組成物の架橋された反応生成物を含むアクリル
コポリマー、
　　　ａ）以下のｉ）とｉｉ）との少なくとも部分的に重合した反応生成物であるアクリ
ル前駆体、
　　　　ｉ）以下の（１）と（２）とを含む一価モノマー混合物、
　　　　　（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマー、
　　　　　（２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個
のアルキル（メタ）アクリレート、
　　　　ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤、
　　　ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤、
　　２）前記アクリルコポリマー中に懸濁された又は分散した無機粒子、
　Ｃ）前記第一基材を超えて延在するツメと、を含み、前記ツメを引くと前記接着テープ
が破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能であり、
　前記無機粒子がシリカを含む、物品。
【請求項４】
　第一基材と、
　第二基材と、
　前記第一基材と前記第二基材との間に配置された感圧接着剤層と、を含む物品であって
、前記感圧接着剤層は前記第一基材を前記第二基材に連結し、前記感圧接着剤層は以下の
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１）と２）とを含み、
　１）以下のａ）とｂ）とを含む硬化性組成物の架橋された反応生成物を含むアクリルコ
ポリマー、
　　ａ）以下のｉ）とｉｉ）との少なくとも部分的に重合した反応生成物であるアクリル
前駆体、
　　　ｉ）以下の（１）と（２）とを含む一価モノマー混合物、
　　　　（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマー、
　　　　（２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個の
アルキル（メタ）アクリレート、
　　　ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤、
　　ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤、
　２）前記アクリルコポリマー中に懸濁された又は分散した無機粒子、
　前記感圧層は、前記第一基材及び前記第二基材のうちの少なくとも１つを超えて延在す
るツメを有し、前記ツメを引くことによって前記接着テープが引き伸ばされ、前記第一基
材から、前記第二基材から、又は、前記第一基材及び前記第二基材の両方から、前記接着
テープが剥離され、前記ツメを引くと前記感圧接着剤層が破損せずに第一方向に少なくと
も５０パーセント引き伸ばし可能であり、
　前記無機粒子がシリカを含む、物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　感圧接着剤、引き伸ばし剥離可能であると共に感圧接着剤を含有する接着テープ、接着
テープ又は感圧接着剤の層を含む物品、感圧接着剤及び接着テープの両方の製造方法、並
びに、感圧接着剤及び接着テープの使用が、記載される。
【背景技術】
【０００２】
　引き伸ばし剥離可能な接着テープは、物品を基材に結合するために使用されてきた。物
品は、多くの場合、フック、クランプ、ハンガー、又は小物入れであり、基材は、多くの
場合、壁の表面である。接着テープの引き伸ばしによって、物品を基材から剥離すること
ができる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　感圧接着剤、及び、感圧接着剤を含有する接着テープが、記載される。感圧接着剤は、
架橋されたアクリルコポリマーと、架橋されたアクリルコポリマー中に懸濁された又は分
散した無機粒子と、を含む。感圧接着剤及び接着テープは、基材に接着した後に引き伸ば
すことにより、取り外すことができる。接着剤残渣は、基材からの取り外し時に、典型的
にはほとんど又は全く基材上に残らない。
【０００４】
　第一の態様では、感圧接着剤が提供される。感圧接着剤は、１）アクリルコポリマーと
、２）アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁された無機粒子と、を含有する。アクリ
ルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する
架橋剤と、を含む硬化性組成物の架橋された反応生成物である。アクリル前駆体は、ｉ）
一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤と、の少な
くとも部分的に重合した反応生成物である。一価モノマー混合物は、（１）酸性基又はそ
の塩を有する極性モノマーと、（２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有
する少なくとも１個のアルキル（メタ）アクリレートと、を含有する。
【０００５】
　第二の態様では、接着テープが提供される。接着テープは、裏材層と、裏材層の主表面
に隣接して配置される少なくとも１つの感圧接着剤層と、を含有する。少なくとも１つの
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感圧接着剤層は、１）アクリルコポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又は
懸濁された無機粒子と、を含有する。アクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、ｂ
）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の架橋さ
れた反応生成物である。アクリル前駆体は、ｉ）一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリーラ
ジカル重合反応のための熱反応開始剤と、の少なくとも部分的に重合した反応生成物であ
る。一価モノマー混合物は、（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマーと、（２）少
なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個のアルキル（メタ）
アクリレートと、を含有する。接着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも５０パー
セント引き伸ばし可能である。
【０００６】
　第三の態様では、物品が提供される。第一の実施形態では、物品は、第一基材と、第一
基材に接着させた接着テープと、を含む。接着テープは、Ａ）裏材層と、Ｂ）裏材層の第
一主表面に隣接する感圧接着剤層と、Ｃ）第一基材を超えて延在するツメと、を含む。ツ
メを引くことによって接着テープが引き伸ばされ、第一基材から接着テープが剥離される
。接着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能である
。感圧接着剤層は、１）アクリルコポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又
は懸濁された無機粒子と、を含有する。アクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、
ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の架橋
された反応生成物である。アクリル前駆体は、ｉ）一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリー
ラジカル重合反応のための熱反応開始剤と、の少なくとも部分的に重合した反応生成物で
ある。一価モノマー混合物は、（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマーと、（２）
少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個のアルキル（メタ
）アクリレートと、を含有する。
【０００７】
　第二の実施形態では、物品は、第一基材と、第二基材と、第一基材と第二基材との間に
配置された感圧接着剤層と、を含む。感圧接着剤層は、第二基材に対して第一基材を連結
する。感圧接着剤層は、第一基材及び第二基材のうちの少なくとも１つを超えて延在する
ツメを有する。ツメを引くことによって感圧接着剤層が引き伸ばされ、第一基材から、第
二基材から、又は、第一基材及び第二基材の両方から、感圧接着剤が剥離される。感圧接
着剤層は、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能である。感圧
接着剤層は、１）アクリルコポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁
された無機粒子と、を含有する。アクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、ｂ）少
なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の架橋された
反応生成物である。アクリル前駆体は、ｉ）一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリーラジカ
ル重合反応のための熱反応開始剤と、の少なくとも部分的に重合した反応生成物である。
一価モノマー混合物は、（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマーと、（２）少なく
とも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個のアルキル（メタ）アク
リレートと、を含有する。
【０００８】
　第三の実施形態では、物品は、第一基材と、第二基材と、第一基材と第二基材との間に
配置された接着テープと、を含む。接着テープは、第一基材を第二基材に連結する。接着
テープは、Ａ）裏材層と、Ｂ）裏材層の第一主表面に隣接する第一感圧接着剤層及び裏材
層の第二主表面に隣接する第二感圧接着剤層と、Ｃ）第一基材及び第二基材のうちの少な
くとも１つを超えて延在するツメと、を含む。ツメを引くことによって接着テープが引き
伸ばされ、第一基材から、又は第二基材から、又は第一基材及び第二基材の両方から、接
着テープが剥離される。接着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント
引き伸ばし可能である。第一感圧接着剤層及び第二感圧接着剤層は、各々、１）アクリル
コポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁された無機粒子と、を含有
する。アクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、ｂ）少なくとも２個のアジリジニ
ル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の架橋された反応生成物である。アクリ
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ル前駆体は、ｉ）一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリーラジカル重合反応のための熱反応
開始剤と、の少なくとも部分的に重合した反応生成物である。一価モノマー混合物は、（
１）酸性基又はその塩を有する極性モノマーと、（２）少なくとも４個の炭素原子を有す
るアルキル基を有する少なくとも１個のアルキル（メタ）アクリレートと、を含有する。
【０００９】
　第四の態様では、２つの基材を連結及び分離する方法が提供される。方法は、第一基材
及び第二基材を提供することを含む。方法は、接着テープが第一基材を第二基材に連結す
るように第一基材と第二基材との間に接着テープを配置することを更に含む。接着テープ
は、Ａ）裏材層と、Ｂ）裏材層の第一主表面に隣接する第一感圧接着剤層及び裏材層の第
二主表面に隣接する第二感圧接着剤層と、Ｃ）第一基材及び第二基材のうちの少なくとも
１つを超えて延在するツメと、を含む。接着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも
５０パーセント引き伸ばし可能である。第一感圧接着剤層及び第二感圧接着剤層は、各々
、１）アクリルコポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁された無機
粒子と、を含有する。アクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体と、ｂ）少なくとも２
個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の架橋された反応生成物
である。アクリル前駆体は、ｉ）一価モノマー混合物と、ｉｉ）フリーラジカル重合反応
のための熱反応開始剤と、の少なくとも部分的に重合した反応生成物である。一価モノマ
ー混合物は、（１）酸性基又はその塩を有する極性モノマーと、（２）少なくとも４個の
炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個のアルキル（メタ）アクリレートと
、を含有する。方法は、接着テープのツメを引いて、第一基材から、又は第二基材から、
又は第一基材及び第二基材の両方から、接着テープを剥離することを更に含む。
【００１０】
　第五の態様では、感圧接着剤層の形成方法が提供される。方法は、１）酸性基を有する
極性モノマーと、２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも
１個のアルキル（メタ）アクリレートと、を含有する一価モノマー混合物を調製すること
を含む。方法は、有機溶媒、及び、フリーラジカル重合反応のための熱反応開始剤の存在
下で、一価モノマー混合物を少なくとも部分的に重合することにより、アクリル前駆体を
形成することを更に含む。１）アクリル前駆体と、２）少なくとも２個のアジリジニル基
を有する架橋剤と、３）無機粒子と、を含有する前駆体組成物が、形成される。無機粒子
は、アクリル前駆体の形成前に、アクリル前駆体の形成後に、又は、アクリル前駆体の形
成前後に、添加される。方法は、前駆体層を形成するために前駆体組成物を支持体に適用
することと、感圧接着剤層を形成するために前駆体層を硬化させることと、を更に含む。
得られる感圧接着剤層は、架橋されたアクリルコポリマーと、架橋されたアクリルコポリ
マー中に分散した又は懸濁された無機粒子と、を含有する。
【００１１】
　上記の本発明の概要は、本発明のそれぞれの実施形態又は全ての実現形態を説明するこ
とを意図したものではない。続く図、「発明を実施するための形態」、及び実施例により
、これらの実施形態をより詳しく例示する。
【００１２】
　添付の図面と共に以下の本発明の様々な実施形態の詳細な説明を検討することで、本発
明はより完全に理解され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１ａ】１つの裏材層と２つの感圧接着剤層とを有する代表的な引き伸ばし剥離可能な
接着テープの概略図。
【図１ｂ】１つの裏材層と１つの単一の感圧接着剤層とを有する別の代表的な引き伸ばし
剥離可能な接着テープの概略図。
【図２ａ】図１ａに例示した引き伸ばし剥離可能な接着テープを用いて一緒に連結した２
つの基材を含む代表的な物品の概略図。
【図２ｂ】１つの単一の基材に接着させた図１ｂに例示した引き伸ばし剥離可能な接着テ
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ープを含む別の代表的な物品の概略図。
【図２ｃ】感圧接着剤層を用いて一緒に連結した２つの基材を含む更に別の代表的な物品
の概略図。
【図３ａ】１つの裏材層と２つの感圧接着剤層とを有する別の代表的な引き伸ばし剥離可
能な接着テープの概略図。
【図３ｂ】１つの裏材層と１つの単一の感圧接着剤層とを有する別の代表的な引き伸ばし
剥離可能な接着テープの概略図。
【図４ａ】図３ａに例示した引き伸ばし剥離可能な接着テープを用いて一緒に連結した２
つの基材を含む別の代表的な物品の概略図。
【図４ｂ】１つの単一の基材に接着させた図３ｂに例示した引き伸ばし剥離可能な接着テ
ープを含む更に別の代表的な物品の概略図。
【図５ａ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【図５ｂ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【図５ｃ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【図５ｄ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【図５ｅ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【図５ｆ】基材からの感圧接着剤又は接着テープの除去についての評価システムを示す概
略図。
【００１４】
　図５ａは基材上に接着剤残渣が全く残留していないことを例示し、図５ｂは基材上に接
着剤残渣が実質的に全く残留していないことを例示する。図５ｃ、５ｄ及び５ｅは、基材
上に累進的により多くの接着剤残渣が残留していることを例示する。図５ｆは、基材から
の除去を試みた際に破損した（すなわち、破断した）感圧接着剤層又は接着テープを例示
する。
　本発明は様々な変更例及び代替形状が可能であるが、その具体例を一例として図面に示
すと共に詳細に説明する。しかしながら本発明を、記載される特定の実施形態に限定しよ
うとするものではないことは理解されるべきである。逆に、本発明は、本発明の趣旨及び
範囲内に含まれる、全ての修正、等価な形態、及び代替形態を対象とすることを意図する
。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　架橋されたアクリルコポリマーと、架橋されたアクリルコポリマー中に分散した又は懸
濁された無機粒子と、を含む感圧接着剤が、記載される。感圧接着剤は、引き伸ばし剥離
可能な接着剤層として使用することができ、又は、引き伸ばし剥離可能な接着テープの中
に使用することができる。すなわち、感圧接着剤層又は接着テープは、基材に接着した後
に引き伸ばすことにより、取り外すことができる。接着テープ及び感圧接着剤層を含有す
る物品、接着テープ及び感圧接着剤層の使用方法、並びに接着テープ及び感圧接着剤層の
両方の製造方法が、記載される。
【００１６】
　様々な引き伸ばし剥離接着剤層及び接着剤が既知であるが、アクリル系接着剤層の使用
に伴う問題が存在している。多くの場合、アクリル系接着剤層の接着強度は時間の経過と
共に確立され、取り外しは困難になり得る。アクリル系接着剤の取り外しは、多くの場合
、それが接着していた基材に損傷を生じさせる。接着剤を取り外すことができたとしても
、多くの場合、接着剤残渣が基材上に残る。驚くべきことに、本明細書に記載のアクリル
系接着剤は、通常、比較的容易に取り外すことができ、取り外し時に基材上に残渣をほと
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んど又は全く残さない傾向を有する。引き伸ばしによる取り外し前には、接着剤は典型的
には、高負荷剪断接着を呈する。
【００１７】
　第一の態様では、感圧接着剤が提供される。感圧接着剤は、１）架橋されているアクリ
ルコポリマーと、２）アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁された無機粒子と、を含
有する。多くの実施形態では、アクリルコポリマーは、粘着と剥離接着強度と剪断保持力
との所望のバランスを生じるのに必要な粘弾特性を呈するために配合されたランダムコポ
リマーである。すなわち、得られるアクリルコポリマーがＤａｈｌｑｕｉｓｔの基準を満
たす（すなわち、ゴム状プラトー弾性率がＤａｈｌｑｕｉｓｔの数よりも低い）ように、
重合性物質が選択される。つまり、多くの場合、アクリルコポリマーそれ自体が、粘着付
与剤の添加がなくても感圧接着剤である。
【００１８】
　本明細書で使用するとき、用語「接着剤」及び「感圧接着剤」は、互換的に用いられる
。同様に、用語「接着剤層」及び「感圧接着剤層」は、互換的に用いられる。用語「感圧
接着剤層」及び「ＰＳＡ層」は、互換的に用いられる。
【００１９】
　本明細書で使用するとき、用語「重合性物質」は、エチレン性不飽和基などの重合性基
を少なくとも１個有する任意の分子量の化合物を指す。重合性物質は、モノマー、オリゴ
マー及びこれらに類するものを含むことができる。重合プロセスの結果、ポリマーが生成
され、重合プロセスは、高分子鎖を伸長させる反応、１つ以上の高分子鎖を架橋する反応
、又は、これらの両方を含む。用語「コポリマー」は、少なくとも２つの異なるモノマー
から調製される高分子材料を指すのに使用される。
【００２０】
　本明細書で用いられる用語「～の範囲」は、終点及びそれら終点間の全ての値を含む。
【００２１】
　より具体的には、感圧接着剤中に含まれるアクリルコポリマーは、ａ）アクリル前駆体
と、ｂ）少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含有する硬化性組成物の
架橋された反応生成物である。アクリル前駆体は、有機溶媒、及び、フリーラジカル重合
反応のための熱反応開始剤の存在下で、一価モノマー混合物を少なくとも部分的に重合し
た反応生成物である。つまり、アクリル前駆体は、一価モノマー混合物の溶液重合により
、調製される。アクリル前駆体は続いて架橋されて、アクリルコポリマーを形成する。本
明細書で使用するとき、用語「アクリル前駆体」は架橋前のアクリル材料を指し、用語「
アクリルコポリマー」は架橋されたアクリル材料を指す。
【００２２】
　本明細書で使用するとき、用語「一価モノマー」は、フリーラジカル重合反応を経るこ
とが可能である基を１個のみ有する化合物を指す。一価モノマーは典型的には単一のエチ
レン性不飽和基を有する。一価モノマー混合物は、１）酸性基又はその塩を有する極性モ
ノマーと、２）少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有する少なくとも１個の
アルキル（メタ）アクリレートと、を含む。他の任意の一価モノマーも一価モノマー混合
物中に存在させることができる。
【００２３】
　一価モノマー混合物は、酸性基又は酸性基の塩を有する極性モノマーを含む。すなわち
、極性モノマーは、エチレン性不飽和基を有する酸性モノマー又は酸性モノマーの塩であ
る。極性モノマーは、例えば、エチレン性不飽和カルボン酸、エチレン性不飽和ホスホン
酸、エチレン性不飽和スルホン酸、これらの塩又はこれらの組み合わせであることができ
る。多くの実施形態では、塩のカチオンは、アルカリ金属のイオン（例えば、ナトリウム
イオン、カリウムイオン又はリチウムイオン）、アルカリ土類金属イオン（例えば、カル
シウムイオン、マグネシウムイオン又はストロンチウムイオン）、アンモニウムイオン、
１個以上のアルキル基で置換されたアンモニウムイオン、１個以上のアリール基で置換さ
れたアンモニウムイオン、又は、１個以上のアリール基と１個以上のアルキル基とにより
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置換されたアンモニウムイオンである。代表的な酸性モノマーとしては、アクリル酸、メ
タクリル酸、イタコン酸、フマル酸、クロトン酸、シトラコン酸、マレイン酸、オレイン
酸、β－カルボキシエチルアクリレート、２－アクリルアミドエタンスルホン酸、２－ア
クリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２－メタクリルアミド－２－メチルプロ
パンスルホン酸、ビニルスルホン酸及びこれらの系統が挙げられるが、これらに限定され
ない。多くの実施形態では、極性モノマーはアクリル酸である。
【００２４】
　一価モノマー混合物中の酸性基又はその塩を有する極性モノマーは、通常、裏材層に対
する接着力を増強するために、極性表面を有する基材に対する接着力を増強するために、
並びに、感圧接着剤の貼着強度を高めるために、添加される。極性モノマーはまた、少な
くとも２個のアジニジル基を有する架橋剤と反応することができる酸性基を提供する。多
くの場合、比較的高い温度、高い湿度条件又はこれらの両方に曝露される際には、接着テ
ープの耐久性は、極性ポリマーの添加により改善することができる。しかしながら、過度
に多くの極性モノマーが添加される場合には、接着力は時間の経過と共に確立され得る。
すなわち、基材に接着した接着剤の取り外しは、時間の経過と共により困難になり得る。
【００２５】
　酸性基又はその塩を有する極性モノマーは、多くの場合、一価モノマー混合物中の重合
性物質の重量に基づいて、最大３０重量パーセントの量で存在する。多くの実施形態では
、極性モノマーは、一価モノマー混合物中の重合性物質の重量に基づいて、最大２５重量
パーセント、最大２０重量パーセント、最大１５重量パーセント又は最大１０重量パーセ
ントの量で存在する。一価モノマー混合物は、多くの場合、少なくとも１重量パーセント
、少なくとも２重量パーセント、少なくとも３重量パーセント、少なくとも４重量パーセ
ント又は少なくとも５重量パーセントの極性モノマーを含有する。極性モノマーは、例え
ば、一価モノマー混合物中の重合性物質の重量に基づいて、１～３０重量パーセントの範
囲、１～２０重量パーセントの範囲、１～１０重量パーセントの範囲又は５～２０重量パ
ーセントの範囲の量で存在することができる。
【００２６】
　他の型の極性モノマーが、酸性基又はその塩を有する極性モノマーに加えて、添加する
ことができる。例えば、一価モノマー混合物は、（ａ）酸性基又はその塩を有する第一極
性モノマーと、（ｂ）ヒドロキシル基、第二級アミド基、第三級アミド基又はエーテル基
（すなわち、式－Ｒ－Ｏ－Ｒ－［式中、各Ｒは１～４個の炭素原子を有するアルキレンで
ある］のアルキレン－オキシ－アルキレン基を含有する基）を有する第二極性モノマーと
、を含むことができる。
【００２７】
　ヒドロキシル基を有する代表的な第二極性モノマーとしては、ヒドロキシアルキル（メ
タ）アクリレート（例えば、２－ヒドロキシエチルアクリレート又は３－ヒドロキシプロ
ピルアクリレート）、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリルアミド（例えば、２－ヒドロ
キシエチルアクリルアミド又は３－ヒドロキシプロピルアクリルアミド）及びエトキシル
化ヒドロキシエチルメタクリレート（例えば、Ｓａｒｔｏｍｅｒから商品名ＣＤ５７０、
ＣＤ５７１、ＣＤ５７２で市販されているモノマー）が挙げられるが、これらに限定され
ない。第二級アミド基を有する代表的な第二極性モノマーとしては、Ｎ－メチルアクリル
アミド、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド又はＮ－ｔｅｒｔ
－オクチルアクリルアミドなどのＮ－アルキルアクリルアミドが挙げられるが、これらに
限定されない。第三級アミド基を有する代表的な第二極性アミノとしては、Ｎ－ビニルカ
プロラクタム、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、アクリロイルモルホリン、並びに、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアク
リルアミド及びＮ，Ｎ－ジブチルアクリルアミドなどのＮ，Ｎ－ジアルキルアクリルアミ
ドが挙げられるが、これらに限定されない。エーテル基を有する代表的な第二極性モノマ
ーとしては、エトキシエトキシエチルアクリレート、２－メトキシエチルアクリレート及
び２－エトキシエチルアクリレートなどのアルコキシル化アルキルアクリレート、並びに
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、ポリ（エチレンオキシド）アクリレート及びポリ（プロピレンオキシド）アクリレート
などのポリ（アルキレンオキシド）アクリレートが挙げられるが、これらに限定されない
。ポリ（アルキレンオキシド）アクリレートは、多くの場合、ポリ（アルキレングリコー
ル）アクリレートと呼ばれる。これらのモノマーは、ヒドロキシル基又はアルコキシ基な
どの任意の好適な末端基を有することができる。例えば、末端基がメトキシ基である場合
、モノマーは、メトキシポリ（エチレングリコール）アクリレートと呼ぶことができる。
【００２８】
　酸性基又はその塩を有する極性モノマーに加えて、アクリル前駆体を形成するために使
用される一価モノマー混合物は、アルキル（メタ）アクリレートを含有する。一価モノマ
ー混合物中のアルキル（メタ）アクリレートは、通常、アクリルコポリマーのガラス転移
温度（Ｔｇ）及び貯蔵弾性率を調整するために、添加される。感圧接着剤層を提供するた
めに、アクリルコポリマーのＴｇは、通常、室温未満（例えば、２５℃未満又は２０℃未
満）である。
【００２９】
　アルキル（メタ）アクリレートは、（メタ）アクリル酸と一価アルコールとの反応生成
物であることができる。アルコールは、通常、第三級アルコールではない。好適なアルキ
ル（メタ）アクリレートモノマーは、多くの場合、少なくとも４個の炭素原子、少なくと
も６個の炭素原子又は少なくとも８個の炭素原子を有するアルキル基を有する。例えば、
アルキル（メタ）アクリレートのアルキル基は、多くの場合、４～２０個の炭素原子、４
～１８個の炭素原子、４～１６個の炭素原子、４～１２個の炭素原子又は４～１０個の炭
素原子を有する。アルキル（メタ）アクリレートのアルキル基は、線状、環状又はこれら
の組み合わせであることができ、所望によりフェニルなどのアリール基で置換することが
できる。アルキル（メタ）アクリレートは、多くの場合、アルキルアクリレートである。
【００３０】
　代表的なアルキル（メタ）アクリレートとしては、ｎ－ブチルアクリレート、アクリル
酸イソブチル、アクリル酸ヘキシル、２－エチルヘキシルアクリレート、アクリル酸イソ
オクチル、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、２－メチルブチル
アクリレート、アクリル酸イソノニル、ｎ－ノニルアクリレート、アクリル酸イソアミル
、ｎ－デシルアクリレート、アクリル酸イソデシル、アクリル酸イソボルニル、４－メチ
ル－２－ペンチルアクリレート、２－オクチルアクリレート及びドデシルアクリレートが
挙げられるが、これらに限定されない。多くの場合、一価モノマー混合物中に含まれる１
個を超えるアルキル（メタ）アクリレートモノマーが存在する。例えば、一価モノマー混
合物は、少なくとも４個の炭素原子を有するアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリ
レートモノマーを２個、３個、４個又は更にそれを超えて含有する。アルキル（メタ）ア
クリレートは、多くの場合、アクリル酸イソオクチルを含む。
【００３１】
　アルキル（メタ）アクリレートモノマーは、多くの場合、一価モノマー混合物中の重合
性物質の総重量に基づいて、少なくとも４０重量パーセントに等しい量で存在する。例え
ば、アルキル（メタ）アクリレートモノマーは、一価モノマー混合物中の重合性物質の総
重量に基づいて、少なくとも４５重量パーセント、少なくとも５０重量パーセント、少な
くとも６０重量パーセント、少なくとも７０重量パーセント、少なくとも７５重量パーセ
ント又は少なくとも８０重量パーセントに等しい量で存在することができる。アルキル（
メタ）アクリレートの量は、一価モノマー混合物中の重合性物質の総重量に基づいて、最
大９９重量パーセント、最大９８重量パーセント、最大９７重量パーセント、最大９５重
量パーセント、最大９０重量パーセント、最大８５重量パーセント、最大８０重量パーセ
ント又は最大７５重量パーセントであることができる。いくつかの例では、アルキル（メ
タ）アクリレートモノマーは、一価モノマー混合物中の重合性物質の総重量に基づいて、
４０～９９重量パーセントの範囲、４５～９５重量パーセントの範囲、５０～９９重量パ
ーセントの範囲、６０～９８重量パーセントの範囲、７０～９８重量パーセントの範囲又
は７５～９５重量パーセントの範囲で存在する。アルキルモノマーの量は、単一のモノマ
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ー又は複数のモノマーに依存し得る。
【００３２】
　いくつかの実施形態では、一価モノマー混合物は、一価モノマー混合物中のモノマー重
量に基づいて、最大３０重量パーセントの極性モノマーと、少なくとも４０重量パーセン
トのアルキル（メタ）アクリレートモノマーと、を含有する。例えば、モノマー混合物は
、１～３０重量パーセントの極性モノマーと、７０～９９重量パーセントのアルキル（メ
タ）アクリレートと、を含むことができる。他の例では、モノマー混合物は、１～２０重
量パーセントの極性モノマーと、８０～９９重量パーセントのアルキル（メタ）アクリレ
ートと、を含むことができる。更に他の例では、モノマー混合物は、１～１０重量パーセ
ントの極性モノマーと、９０～９９重量パーセントのアルキル（メタ）アクリレートと、
を含むことができる。
【００３３】
　他の任意の一価モノマーを一価モノマー混合物中に含むことができる。例えば、４個未
満の炭素原子を有するアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートモノマー（例え
ば、メチルアクリレート）又はアリール（メタ）アクリレート（例えば、４－ビフェニル
アクリレート、２－ナフチルアクリレート及びフェニルアクリレート）を添加することが
できる。これらのモノマーは、多くの場合、アクリルコポリマーのＴｇを変更するために
、又は、アクリルコポリマーの弾性率を変更するために、添加される。添加される場合に
は、これらの他の一価モノマーは、一価モノマー混合物中の重合性物質の重量に基づいて
、最大５０重量パーセントの量で存在することができる。多くの例では、これらの任意の
一価モノマーは、最大４０重量パーセント、最大３０重量パーセント、最大２０重量パー
セント又は最大１０重量パーセントの量で存在する。存在する場合には、任意の一価モノ
マーは、１～５０重量パーセントの範囲、１～４０重量パーセントの範囲、５～４０重量
パーセントの範囲又は１０～４０重量パーセントの範囲で存在することができる。
【００３４】
　他の任意の一価モノマーを含むいくつかの実施形態では、モノマー混合物は、１～２０
重量パーセントの極性モノマーと、４５～９５重量パーセントのアルキル（メタ）アクリ
レートと、１～５０重量パーセントの任意の一価モノマーと、を含むことができる。例え
ば、一価モノマー混合物は、１～１０重量パーセントの極性モノマーと、５０～９５重量
パーセントのアルキル（メタ）アクリレートと、５～４０重量パーセントの任意の一価モ
ノマーと、を含むことができる。別の例では、一価モノマー混合物は、１～１０重量パー
セントの極性モノマーと、５０～９０重量パーセントのアルキル（メタ）アクリレートと
、１０～４０重量パーセントの任意の一価モノマーと、を含むことができる。
【００３５】
　一価モノマー混合物中の重合性物質は、典型的には、有機溶媒中に溶解している。すな
わち、一価モノマー混合物と有機溶媒とを含む重合性組成物が形成される。有機溶媒は、
典型的には、重合性物質（すなわち、一価モノマー）及び得られるアクリル前駆体の両方
との相溶性に基づいて選択される。代表的な有機溶媒としては、アセトニトリル、テトラ
ヒドロフラン、酢酸エチル、トルエン、アセトン、メチルエチルケトン、メタノール、エ
タノール、イソプロパノール、Ｎ－メチルピロリドン、塩素化及びフッ素化炭化水素、フ
ッ素化エーテル又はこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定されない。
【００３６】
　任意の好適な量の有機溶媒が、重合性組成物中で使用することができる。有機溶媒の量
は、典型的には、一価モノマーが完全に溶解し、かつ良好な混合のために粘度が十分に低
くなるよう選択される。しかしながら、重合性物質の濃度があまりにも希薄過ぎる場合に
は、より長い反応時間が必要とされ得る。多くの場合、有機溶媒の量は、３０～７０重量
パーセントの範囲、４０～６０重量パーセントの範囲又は４５～５５重量パーセントの範
囲のパーセント固形分含量を提供するように、選択される。
【００３７】
　一価モノマー混合物及び有機溶媒に加えて、重合性組成物は、典型的には、フリーラジ
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カル重合反応のための熱反応開始剤を更に含む。任意の好適な既知の熱反応開始剤を使用
することができる。多くの実施形態では、熱反応開始剤は、ペルオキシド、ヒドロペルオ
キシド又はアゾ化合物である。代表的なペルオキシドとしては、過酸化ベンゾイル、シク
ロヘキサンペルオキシド及びラウリルペルオキシドが挙げられるが、これらに限定されな
い。代表的なヒドロペルオキシドとしては、ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシドが挙げ
られるが、これらに限定されない。代表的なアゾ化合物としては、ＤｕＰｏｎｔ（Ｗｉｌ
ｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ）から商品名ＶＡＺＯ　６７で市販されている２，２’－アゾビス
（２－メチルブタンニトリル）、ＤｕＰｏｎｔから商品名ＶＡＺＯ　６４で市販されてい
る２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル）及びＤｕＰｏｎｔから商品名ＶＡＺＯ　５
２で市販されている２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルペンタンニトリル）が挙げら
れるが、これらに限定されない。反応開始剤は、典型的には、重合性組成物中の重合性物
質の総重量に基づいて、０．０１～５重量パーセントの範囲、０．０１～２重量パーセン
トの範囲、０．０１～１重量パーセントの範囲又は０．０１～０．５重量パーセントの範
囲の量で存在する。
【００３８】
　アクリル前駆体の調製のための代表的な重合性組成物は、多くの場合、３０～７０重量
パーセントの範囲の量のモノマー混合物と、７０～３０重量パーセントの範囲の量の有機
溶媒と、３重量パーセント以下の量の熱反応開始剤と、０～１５重量パーセントの範囲の
量の無機粒子と、を含有する。例えば、重合性組成物は、４０～６０重量パーセントの範
囲の量のモノマー混合物と、６０～４０重量パーセントの範囲の量の有機溶媒と、２重量
パーセント以下の範囲の量の熱反応開始剤と、０～１０重量パーセントの範囲の量の無機
粒子と、を含有することができる。別の例では、重合性組成物は、４５～５５重量パーセ
ントの範囲の量のモノマー混合物と、５５～４５重量パーセントの範囲の量の有機溶媒と
、１重量パーセント以下の範囲の量の熱反応開始剤と、０～１０重量パーセントの範囲の
量の無機粒子と、を含有することができる。これらの重量パーセント量は全て、重合性組
成物の総重量に基づく。
【００３９】
　重合性組成物は、多くの場合、脱酸素の目的で窒素などの不活性ガスでパージされ、封
止され、良好な混合条件下で約４０℃～約８０℃の範囲の温度にて加熱される。重合性組
成物は、少なくとも部分的に重合される。約２４時間にわたって加熱される場合、反応は
、典型的には少なくとも８０パーセント完了である。すなわち、一価モノマー混合物中の
重合性物質の少なくとも８０パーセントがフリーラジカル重合を経て、アクリル前駆体を
形成している。いくつかの実施形態では、少なくとも８５パーセント、少なくとも９０パ
ーセント、少なくとも９５パーセント、少なくとも９７パーセント、少なくとも９８パー
セント又は少なくとも９９パーセントの重合性物質が、反応している。
【００４０】
　アクリル前駆体の形成後、感圧接着剤を調製するために使用できる前駆体組成物が、形
成される。前駆体組成物は、硬化性組成物と無機粒子とを含む。硬化性組成物は、アクリ
ル前駆体と、少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤と、を含む。つまり、前駆
体組成物は、通常、アクリル前駆体と、少なくとも２個のアジリジニル基を有する架橋剤
と、無機粒子と、を含む。有機溶媒は、典型的には、前駆体組成物の粘度を下げるために
、存在する。有機溶媒は、多くの場合、アクリル前駆体の調製中に使用される同じ溶媒で
あり、アクリル前駆体と並びに架橋剤と相溶性（すなわち、混和性）であるように選択さ
れる。架橋剤は、アクリル前駆体の形成後に、添加される。しかしながら、無機粒子は、
アクリル前駆体形成前に、アクリル前駆体形成後に、又は、アクリル前駆体形成の前と後
の両方に、添加することができる。無機粒子は、アクリル前駆体の形成前に添加された場
合に、より容易に分散することもある。
【００４１】
　架橋剤は、少なくとも２個のアジリジニル基を有する任意の化合物を含むことができる
。多くの実施形態では、好適な架橋剤は、２個のアジリジニル基を有し、式（Ｉ）を有す
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る。
【化１】

　式（Ｉ）中、各Ｒ１は独立して水素、又は、１～１０個の炭素原子、１～６個の炭素原
子、１～４個の炭素原子若しくは１～３個の炭素原子を有するアルキル基などのアルキル
基である。Ａ基は、６～１０個の炭素原子を有するアリーレン、又は、３～１０個の炭素
原子と１～３個のヘテロ原子とを有するヘテロアリーレンである。様々な式（Ｉ）の架橋
剤が米国特許公開第２００３／０２１５６３０（Ａ１）号に更に記載されており、これは
本明細書に参照により組み込まれる。いくつかの代表的な架橋剤では、Ａはフェニレンで
あり、Ｒ１は水素又はメチルである。アジリジニル含有架橋剤は、アクリル前駆体中の酸
性基（例えば、カルボキシル基）と反応し、三員環の開環及び共有結合の形成をもたらす
。異なるアクリル前駆体分子上のカルボキシル基との架橋剤の反応は、２個の分子間の共
有結合の形成をもたらす。共有結合は、少なくとも－ＮＨ－（ＣＯ）－Ａ－（ＣＯ）－Ｎ
Ｈ－基を含む。
【００４２】
　架橋剤は、典型的には、感圧接着剤の貼着強化のために、添加される。良好な貼着強度
を有する接着剤は、基材に接着した後に取り外しのために引き伸ばすときに、残渣を残す
傾向が低い。しかしながら、過度に多くの架橋剤が添加される場合には、接着剤は適合性
を低下させる傾向があり、感圧接着剤として機能しない恐れがある。架橋剤は、通常、ア
クリル前駆体の重量に基づいて、あるいは、一価モノマー混合物からのアクリル前駆体を
形成するために使用される一価モノマーの重量に基づいて、最大１０重量パーセントの量
で存在させることができる。多くの実施形態では、架橋剤は、最大５重量パーセントの量
、最大３重量パーセントの量、最大２重量パーセントの量又は最大１重量パーセントの量
で存在する。架橋剤の量は、典型的には、少なくとも０．０１重量パーセント、少なくと
も０．０２重量パーセント、少なくとも０．０３重量パーセント、少なくとも０．０５重
量パーセント又は少なくとも０．１重量パーセントである。例えば、架橋剤は、アクリル
前駆体の重量に基づいて、あるいは、一価モノマー混合物中の一価モノマーの重量に基づ
いて、０．０１～１０重量パーセントの範囲で、０．０１～５重量パーセントの範囲の量
で、０．０１～３重量パーセントの範囲で、０．０１～２重量パーセントの範囲で、０．
０１～１重量パーセントの範囲で又は０．０１～０．５重量パーセントの範囲で存在する
ことができる。
【００４３】
　前駆体組成物中に含まれる無機粒子は、得られる感圧接着剤の性能を増強する傾向を有
する。より具体的には、無機粒子は、感圧接着剤の貼着強度を高める傾向を有し、ゴム状
プラトー弾性率を高める傾向を有する。驚くべきことに、無機粒子の添加は、基材に接着
させた後で取り外しのために接着剤が引き伸ばされる際に基材上に残る接着剤残渣を低減
する。すなわち、接着剤層の粘着度は、無機粒子の存在下で、引き伸ばしと共に減少する
傾向を有する。
【００４４】
　無機粒子は、前駆体組成物全体に均一又は不均一に分布させることができる。同様に、
無機粒子は、架橋されたアクリルコポリマー全体又は感圧接着剤全体に、均一又は不均一
に分布させることができる。無機粒子は、任意の好適な金属、金属合金、金属酸化物、セ
ラミック物質又はこれらの混合物であることができる。無機粒子は、多くの場合、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、シリカ又はこれらに類するものから選択されるが、これらに
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限定されない。
【００４５】
　多くの実施形態では、無機粒子は、ヒュームドシリカ粒子である。好適なヒュームドシ
リカは、例えば、Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ（Ｅｓｓｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）
から商品名ＡＥＲＯＳＩＬ（例えば、ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、Ｒ９７４、Ｒ９７６、
Ｒ３００、Ｒ３８０、Ｒ１３０、Ｒ１５０、Ｒ２００、Ｒ２０２、Ｒ８０５及びＲ８１２
）で、あるいは、Ｃａｂｏｔ（Ａｌｐｈａｒｅｔｔａ，ＧＡ）から商品名ＣＡＢＯＳＩＬ
（例えば、ＣＡＢＯＳＩＬ　ＴＳ－７２０、ＴＳ－６１０、ＴＳ－５３０及びＴＳ－５０
０）で市販されている。ヒュームドシリカは、任意の好適な表面積を有することができる
。例えば、表面積は、１～５００ｍ２／グラムの範囲、１０～４００ｍ２／グラムの範囲
又は１００～４００ｍ２／グラムの範囲であることができる。ヒュームドシリカは、任意
の好適な粒径を有することができる。いくつかの用途では、ヒュームドシリカは１００ナ
ノメートル未満、５０ナノメートル未満又は２０ナノメートル未満の平均初期粒径を有す
る。疎水性又は親水性ヒュームドシリカのいずれかを使用することができるが、多くの場
合疎水性ヒュームドシリカが使用されるのは、かかる粒子が、様々な組成物に典型的に含
まれる有機溶媒中でより良好に分散する傾向を有するからである。これらの粒子は、アク
リル前駆体の形成の前又は後のいずれかで添加することができるが、多くの場合、アクリ
ル前駆体の調製前に添加される。
【００４６】
　他の実施形態では、無機粒子は、シリカエアロゲル粒子などのエアロゲルである（例え
ば、粉砕されたエアロゲル又はエアロゲル粉末）。シリカエアロゲル粒子は、多くの場合
、ナノメートル範囲（例えば、１００ナノメートル未満又は５０ナノメートル未満）の孔
を有し、少なくとも５００ｍ２／グラムに等しい表面積を有する。代表的なエアロゲルシ
リカ粒子は、２０マイクロメートル未満又は１０マイクロメートル未満である平均粒径を
有することができる。シリカエアロゲル粒子の寸法は光の波長よりも大きいが、粒子は多
くの場合半透明であり、光学的に透明であると考えることはできないが比較的透明である
接着剤層を形成するのに使用することができる。半透明及び不透明等級の代表的なシリカ
エアロゲル粒子は、Ｃａｂｏｔ（Ｂｉｌｌｅｒｉｃａ，ＭＡ）から商品名ＮＡＮＯＧＥＬ
で市販されている。エアロゲルシリカ粒子は、アクリル前駆体の形成の前又は後のいずれ
かに添加することができるが、多くの場合、アクリル前駆体が調製された後に添加される
。すなわち、これらの粒子は、多くの場合、アクリル前駆体の形成後に、前駆体組成物中
に分散させることができる。
【００４７】
　無機粒子は、アクリルコポリマー中、前駆体組成物中、又は重合性組成物中での分散を
促進するために表面改質させることができるが、無機粒子は、多くの場合、表面改質され
ない。無機粒子は、凝集又は非凝集、並びに、凝結又は非凝結、であり得る。無機粒子は
、任意の所望の粒径又は粒子形状を有することができる。しかしながら、光学的に透明な
接着テープを提供するために、無機粒子は、多くの場合、１０００ナノメートル未満の平
均粒径を有するように選択される。例えば、平均粒径は、多くの場合、５００ナノメート
ル未満、２００ナノメートル未満、１００ナノメートル未満又は５０ナノメートル未満で
ある。光学的に透明である必要がない接着テープを提供するために、より大きな無機粒子
を使用することができる。例えば、無機粒子は、最大５マイクロメートル、最大１０マイ
クロメートル、最大２０マイクロメートル、最大５０マイクロメートル又は最大１００マ
イクロメートルの平均粒径を有することができる。
【００４８】
　感圧接着剤層は、例えば、前駆体組成物中のアクリル前駆体の重量に基づいて、あるい
は、感圧接着剤中のアクリルコポリマーの重量に基づいて、最大２５重量パーセントの無
機粒子を含むことができる。例えば、無機粒子は、最大２０重量パーセント、最大１５重
量パーセント、最大１０重量パーセント又は最大５重量パーセントの量で存在することが
できる。無機粒子は、多くの場合、少なくとも１重量パーセント、少なくとも２重量パー
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セント、少なくとも５重量パーセント又は少なくとも１０重量パーセントの無機粒子と等
しい量で存在する。例えば、無機粒子の量は、前駆体組成物中のアクリル前駆体の重量に
基づいて、あるいは、一価モノマー混合物中の一価モノマーの重量に基づいて、あるいは
、感圧接着剤中のアクリルコポリマーの重量に基づいて、１～２５重量パーセントの範囲
、１～２０重量パーセントの範囲、２～２０重量パーセントの範囲、５～２０重量パーセ
ントの範囲、１～１５重量パーセントの範囲、５～１５重量パーセントの範囲、１～１０
重量パーセントの範囲又は２～１０重量パーセントの範囲であることができる。
【００４９】
　前駆体組成物は、典型的には、有機溶媒を含む。多くの場合、有機溶媒は、重合性組成
物中のアクリル前駆体の調製において使用されるものと同じ有機溶媒である。多くの場合
、前駆体組成物の粘度がコーティング組成物としての使用に好適であるように、追加的な
有機溶媒が添加される。しかしながら、ほとんどの有機溶媒は、典型的には、感圧接着剤
層形成プロセスで除去され、有機溶媒が過剰に多くなることは通常避けられる。多くの実
施形態では、前駆体組成物の固形分パーセントは、１０～５０固形分パーセントの範囲、
１０～４０固形分パーセントの範囲、１５～４０固形分パーセントの範囲、１５～３５固
形分パーセント又は２０～３５固形分パーセントの範囲である。
【００５０】
　いくつかの代表的な前駆体組成物は、前駆体組成物の総重量に基づいて、１０～５０重
量パーセントの範囲の量のアクリル前駆体と、０．０１～１０重量パーセントの範囲の量
の架橋剤と、０．５～１０重量パーセントの範囲の量の無機粒子と、５０～９０重量パー
セントの範囲の量の有機溶媒と、を含有する。他の代表的な前駆体組成物は、１５～４０
重量パーセントの範囲の量のアクリル前駆体と、０．１～１０重量パーセントの範囲の量
の架橋剤と、１～１０重量パーセントの範囲の量の無機粒子と、５０～８０重量パーセン
トの範囲の量の有機溶媒と、を含有する。更に他の代表的な前駆体組成物は、１５～３５
重量パーセントの範囲の量のアクリル前駆体と、１～１０重量パーセントの範囲の量の架
橋剤と、１～５重量パーセントの範囲の量の無機粒子と、５０～８０重量パーセントの範
囲の量の有機溶媒と、を含有する。これらの重量パーセント量は全て、前駆体組成物の総
重量に基づく。
【００５１】
　前駆体組成物は、前駆体層を形成するために、支持体表面に適用することができる。前
駆体層を形成する任意の好適な手段を使用することができる。例えば、前駆体組成物は、
ブラシコーティング、スプレーコーティング、グラビアコーティング、転写ロールコーテ
ィング、ナイフコーティング、カーテンコーティング、ワイヤロッドコーティング及びド
クターブレードコーティングなどの方法を使用して、支持体表面に適用することができる
。コーティングは、任意の好適な厚さを有することができる。
【００５２】
　任意の好適な支持体表面を使用することができる。多くの実施形態では、支持体は、接
着テープ用の剥離ライナー又は裏材層である。任意の好適な剥離ライナー又は裏材層を使
用することができる。好適な剥離ライナーは、典型的に、紙（例えばクラフト紙）又は高
分子フィルムである。多くの用途で、高分子フィルムが好ましい。剥離ライナーとして使
用される高分子フィルムは、例えば、ポリエチレンテレフタレートのようなポリエステル
、又はポリエチレン若しくはポリプロピレンのようなポリオレフィン、又はこれらの組み
合わせから形成することができる。剥離ライナーの表面は、所望により、シリコーン、フ
ルオロシリコーンのようなフッ素性化学物質、又はポリオレフィン（例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、又は低密度ポリエチレン）のような他の低表面エネルギー材料のよ
うな剥離剤で処理することができる。代表的なフルオロシリコーンは、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎ
ｉｎｇから、商品名ＳＹＬ－ＯＦＦ（例えば、ＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８５又はＳＹ
Ｌ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８６）で市販されている。ライナーを処理するための好適な剥離
ライナー及び方法は、例えば、米国特許第４，４７２，４８０号（Ｏｌｓｏｎ）、同第４
，９８０，４４３号（Ｋｅｎｄｚｉｏｒｓｋｉ）、及び同第４，７３６，０４８号（Ｂｒ
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ｏｗｎら）、同第５，５７８，３８１号（Ｈａｍａｄａら）、及び同第５，０８２，７０
６号（Ｔａｎｇｎｅｙ）、並びに米国公開特許出願第２００８／０２８００８６号（Ｓｈ
ｅｒｉｄａｎら）に更に記述されている。
【００５３】
　支持体上の前駆体層は次に加熱され、アクリル前駆体と架橋剤とが反応することで、架
橋されたアクリルコポリマーを形成する。硬化反応（例えば、架橋反応）はまた典型的に
は、蒸発又は乾燥を介する有機溶媒の除去を伴う。前駆体層の固形分パーセントが有機溶
媒の除去を通して上昇するにつれて、硬化反応に関与する成分は、より相互作用及び反応
しやすくなる。硬化及び溶媒除去プロセスは、典型的には、室温よりも高い温度にて生じ
る。選択される実際の温度は有機溶媒の沸点に依存するが、前駆体層は、多くの場合、少
なくとも４０℃、少なくとも５０℃又は少なくとも６０℃に等しい温度にて加熱される。
温度は、通常、１２０℃未満又は１００℃未満である。例えば、温度は、４０℃～１２０
℃の範囲、５０℃～１００℃の範囲又は６０℃～９０℃の範囲であることができる。任意
の好適なオーブンが使用できる。いくつかの実施形態では、空気又は不活性ガスの流体が
前駆体層を通過して、有機溶媒の除去を促進する。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、感圧接着剤層に微細構造化表面を付与することが望ましい場
合もある。微細構造化表面は、積層中の空気の退出を促進する傾向を有する。感圧接着剤
層上に微細構造化表面を有することが所望される場合には、この層は、微細構造化特性を
含有する工具又はライナー（例えば、剥離ライナー）に接触させながら形成することがで
きる。前駆体層を硬化させて感圧接着剤層を形成した後、次にライナー又は工具を取り外
して、微細構造化表面を有する接着剤層を曝露することができる。光学用途では、光学的
性能又は特性への干渉を防止するために、微細構造が時間の経過と共に消失することが一
般に望ましい。
【００５５】
　硬化した前駆体層に相当する感圧接着剤層は、架橋されたアクリルコポリマーと、アク
リルコポリマー中に分散した又は懸濁された無機粒子と、を含有する。この層は、多くの
場合、調製されたときには粘着性であるが、所望であれば、粘着性を増強するために粘着
付与剤を添加することができる。添加する場合には、粘着付与剤は、典型的には、前駆体
層の形成前に、前駆体組成物に添加される。感圧接着剤組成物中に典型的に含まれる任意
の粘着付与剤を使用することができる。固体又は液体粘着付与剤のいずれかを添加するこ
とができる。固体粘着付与剤は、一般に、約１０，０００グラム／モル以下の数平均分子
量（Ｍｎ）と、約７０℃よりも高い軟化点と、を有する。液体粘着付与剤は、約０℃～約
７０℃の軟化点を有する粘稠な物質である。固体粘着付与樹脂が一般に好ましい。
【００５６】
　好適な粘着付与樹脂としては、ロジン及びその誘導体（例えば、ロジンエステル）；ポ
リテルペン及び芳香族変性ポリテルペン樹脂；クマロン－インデン樹脂；並びに、αピネ
ン系樹脂、βピネン系樹脂、リモネン系樹脂、脂肪族炭化水素系樹脂、芳香族変性炭化水
素系樹脂、芳香族炭化水素樹脂及びジシクロペンタジエン系樹脂などの炭化水素樹脂が挙
げられる。これらの粘着付与樹脂は、添加される場合には、多くの場合、感圧接着剤層へ
のこれらの色の寄与を低下させるために、水素添加される。
【００５７】
　添加される場合には、粘着付与剤は、多くの場合、前駆体組成物中のアクリル前駆体に
基づいて、あるいは、感圧接着剤中のアクリルコポリマーに基づいて、最大約４０重量パ
ーセントの量で存在する。粘着付与剤は、例えば、最大３５重量パーセント、最大３０重
量パーセント、最大２５重量パーセント、最大２０重量パーセント、最大１５重量パーセ
ント又は最大１０重量パーセントの量で存在させることができる。いくつかの第二前駆体
組成物は、１～４０重量パーセント、５～４０重量パーセント、１０～４０重量パーセン
ト又は５～３０重量パーセントの粘着付与剤を含有する。
【００５８】
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　いくつかの実施形態では、感圧接着剤層は、アクリルコポリマーの重量に基づいて、最
大２５重量パーセントの無機粒子を含有する。すなわち、１００部のアクリルコポリマー
を含有する感圧接着剤は、最大２５部の無機粒子を含有する。例えば、感圧接着剤層は、
アクリルコポリマーの重量に基づいて１～２５重量パーセント、１～２０重量パーセント
、１～１０重量パーセント、２～２０重量パーセント、５～２０重量パーセント又は２～
１５重量パーセントの無機粒子を含有することができる。
【００５９】
　感圧接着剤層は、単一層の引き伸ばし剥離可能な接着剤として使用することができる。
裏材層なしで単一層として使用される場合には、感圧接着剤層の厚さは、多くの場合、５
ミル～５０ミル（１２５～１２５０マイクロメートル）の範囲、１０～４０ミル（２５０
～１０００マイクロメートル）の範囲又は２０～３０ミル（５００～７５０マイクロメー
トル）の範囲である。単一層として使用される場合には、接着剤層の一部は、典型的には
、１つ以上の基材に接着した後に取り外すための接着剤層を引くためのツメとして使用さ
れる。すなわち、基材に接着させると、又は、２つの基材の間に配置されると、接着剤層
の一部は、基材を超えて、又は、基材のうちの少なくとも１つを超えて、延在する。所望
される場合には、ツメを非粘着性にする任意の手段を使用することができる。例えば、ツ
メ部分は、非粘着性物質の別の層で覆うことができる。
【００６０】
　図２ｃは、単一の感圧接着剤層１０を用いて第二基材５０に連結された第一基材４０を
含む物品２８０の代表的な概略図である（例えば、裏材層は全く使用されない）。物品２
８０は、次の順序で、第一基材４０、第一接着剤層１０及び第二基材５０を含む。ツメ２
５は、感圧接着剤層の部分であり、第一基材４０と第二基材５０の両方を超えて延在する
。接着剤層１０を引き伸ばすために、並びに、第一基材４０から、第二基材５０から、又
は、第一基材４０及び第二基材５０の両方から接着剤層１０を取り外すために、ツメを引
く。
【００６１】
　単一層引き伸ばし剥離可能な接着剤として使用されることに加えて、感圧接着剤層は、
多層構成体中に含むことができる。裏材層と共に多層構成体中に含む場合、得られる構成
体は、「接着テープ」と本明細書では呼ばれる。すなわち、本明細書で使用するとき、用
語「接着テープ」は、裏材層と、裏材層に隣接した少なくとも１つの感圧接着剤層と、を
含む構成体を指す。任意の好適な厚さを、接着テープに含まれる感圧接着剤層（１つ又は
複数）に使用することができる。多くの代表的な接着テープにおいて、各感圧接着剤層は
、１０ミル（２５０マイクロメートル）以下、５ミル（１２５マイクロメートル）以下、
４ミル（１００マイクロメートル）以下、３ミル（７５マイクロメートル）以下又は２ミ
ル（５０マイクロメートル）以下の厚さを有する。接着テープ中の感圧接着剤層の厚さは
、多くの場合、少なくとも０．１ミル（２．５マイクロメートル）、少なくとも０．２ミ
ル（５マイクロメートル）、少なくとも０．５ミル（１２．５マイクロメートル）又は少
なくとも１ミル（２５マイクロメートル）である。例えば、接着テープ中に含まれる感圧
接着剤層の厚さは、０．１ミル（２．５マイクロメートル）～１０ミル（２５０マイクロ
メートル）の範囲、０．２ミル（５マイクロメートル）～１０ミル（２５０マイクロメー
トル）の範囲、０．５ミル（１２．５マイクロメートル）～５ミル（１２５マイクロメー
トル）の範囲、１ミル（２５マイクロメートル）～３ミル（７５マイクロメートル）の範
囲又は１ミル（２５マイクロメートル）～２ミル（５０マイクロメートル）の範囲である
ことができる。
【００６２】
　いくつかの実施形態では、引き伸ばし剥離可能な接着テープは、裏材層の第一主表面に
隣接して配置された単一の感圧接着剤層を含む。このような引き伸ばし剥離可能な接着テ
ープは、任意の所望の目的のために基材の外側表面に配置することができる。例えば、接
着テープは保護機能を提供することができ、保護がもはや必要なくなった又は望まれなく
なった場合に、取り外すことができる。他の例では、接着テープは書き込み可能又は印刷
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可能な表面を提供することができる（例えば、裏材層上に書き込むこと又は印刷すること
が可能である）。より具体的ないくつかの例では、接着テープは、もはや必要なくなった
ときに取り外すことが可能なラベル又は価格シールとして機能できる。
【００６３】
　他の実施形態では、引き伸ばし剥離可能な接着テープは、裏材層の主表面に対向するよ
うに隣接して配置される２つの感圧接着剤層を含む。このような引き伸ばし剥離可能な接
着テープは、第一基材を第二基材に連結するために使用することができる。後の任意のと
きに、第一基材を第二基材から分離することが望まれる場合は、接着テープを引き伸ばし
て取り外すことができる（例えば、接着テープを引き伸ばして、第一基材から、又は第二
基材から、又は第一及び第二基材の両方から、剥離する）。接着テープ及び互いから分離
された後、所望される場合には、基材は再び使用可能である。これは、基材の少なくとも
１つが高価である、又は脆性である、又は製造が困難である時に特に有利である。
【００６４】
　２つの感圧接着剤層を有する代表的な引き伸ばし剥離可能な接着テープの構成体を図１
ａに概略的に示す。接着テープ１００は、２つの感圧接着剤層１０と３０との間に配置さ
れる裏材層２０を含む。第一接着剤層１０は、裏材層２０の第一主表面２２に隣接してお
り、第二接着剤層３０は、裏材層２０の第二主表面２３に隣接している。裏材層２０の第
一主表面は、裏材層２０の第二主表面の反対側である。図１ａに示すように、第一接着剤
層１０及び第二接着剤層３０は両方とも裏材層２０に接触しており、裏材層２０に直接に
接着している。図示されていない他の実施形態では、第一接着剤層１０及び第二接着剤層
３０は、プライマー層のような１つ以上の介在層を介して裏材層２０に間接的に接着する
。裏材層２０は、第一接着剤層１０及び第二接着剤層３０の両方を超えて延在する。接着
剤層を超えて延在する裏材層２１の領域は、ツメ２１として機能できる。図１ａでは、ツ
メ２１は裏材層の一部、すなわち裏材層の延長である。
【００６５】
　図２ａは、図１ａに概略的に示した引き伸ばし剥離可能な接着テープを使用して連結さ
れた２つの基材を含む物品２００の代表的な概略図である。引き伸ばし剥離可能な接着テ
ープは、第一基材４０と第二基材５０との間に配置される。すなわち、物品２００は、次
の順序で、第一基材４０、第一接着剤層１０、裏材層２０、第二接着剤層３０、及び第二
基材５０を含む。第一接着剤層１０が第一基材４０に接着し、第二接着剤層３０が第二基
材５０に接着する。感圧接着剤層は、典型的には、指圧以下で基材に接着することができ
、取り外しのために接着テープが引き伸ばされるまで基材に接着したままとどまることが
できる。第一基材４０は、接着テープを介して第二基材５０に連結される。
【００６６】
　図２ａでは、裏材層２０は、第一接着剤層１０及び第二接着剤層３０の両方を超えて延
在する。第一接着剤層１０及び第二接着剤層３０の両方を超えて延在する裏材層の領域は
、基材４０及び５０の両方から接着テープを引き伸ばし剥離するためのツメ２１として機
能できる。ツメ２１を引き、接着テープを引き伸ばすことによって、第一接着剤層１０を
第一基材４０から剥離することができる、又は第二接着剤層３０を第二基材５０から剥離
することができる、又は接着剤層１０及び３０の両方を基材４０及び５０の両方から剥離
することができる。この組み合わせ剥離は、第二基材からの第一基材の分離及び第一基材
と第二基材との間からの接着テープの取り外しを可能にする。
【００６７】
　裏材層２０並びに２つの感圧接着剤層１０及び３０を含む、別の引き伸ばし剥離可能な
接着テープ３００が図３ａに概略的に示される。この実施形態では、裏材層２０は第一接
着剤層１０からも第二接着剤層３０からも延在していない。この接着テープを用いる第一
基材４０と第二基材５０との連結を、図４ａに概略的に示す。接着テープの領域（層１０
、２０、及び３０）は、基材４０及び５０の両方を超えて延在している。基材４０及び５
０の両方を超えて延在している接着テープの領域は、ツメ２４として機能できる。ツメ２
４は外側表面が接着剤層１０及び３０であるので、粘着性である。あるいは、フィルム又
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は別の、タルク若しくはインク（印刷されたもの）などの非粘着性の層のような追加的な
層（図３ａに図示せず）を、ツメの領域の接着剤層１０及び３０の上に配置して、非粘着
性の表面を提供することができる。ツメ２４を引き、接着テープを引き伸ばすことによっ
て、第一接着剤層１０を第一基材４０から剥離することができる、又は第二接着剤層３０
を第二基材５０から剥離することができる、又は接着剤層１０及び３０の両方を基材４０
及び５０の両方から剥離することができる。この組み合わせ剥離は、第二基材からの第一
基材の分離及び第一基材４０と第二基材５０との間の接着テープ（層１０、２０、及び３
０）の取り外しを可能にする。
【００６８】
　単一の感圧接着剤層を有する代表的な引き伸ばし剥離可能な接着テープ構成体を、図１
ｂに概略的に示す。接着テープ１５０は、第一感圧接着剤層１０に隣接して配置される裏
材層２０を含む。裏材層２０は、第一接着剤層１０を超えて延在する。接着剤層を超えて
延在する裏材層２１の領域は、ツメ２１として機能できる。図１ｂでは、ツメ２１は裏材
層の一部、すなわち裏材層の延長である。
【００６９】
　図２ｂは、図１ｂに概略的に示された引き伸ばし剥離可能な接着テープに接着した１つ
の基材を含む物品の代表的な概略図である。物品２５０は、次の順序で、第一基材４０、
第一接着剤層１０及び裏材層２０を含む。ツメ２１は、第一基材４０を超えて延在する。
【００７０】
　更に別の引き伸ばし剥離可能な接着テープを図３ｂに概略的に示す。この引き伸ばし剥
離可能な接着テープ３５０は、裏材層２０と１つの感圧接着剤層１０とを含む。基材４０
に接着したこのテープの使用を概略的に図４ｂに示す。ツメ２４を引き、接着テープを引
き伸ばすことにより、接着剤層１０は、基材から剥離することができる。
【００７１】
　接着テープと共に、又は、単一の感圧接着剤層と共に、一方若しくは両方の基材から接
着剤を剥離することは、ツメを引くこと及び引き伸ばすことを含む。ツメは、基材の少な
くとも１つを超えて延在している。ツメは、裏材層の一部（すなわち、裏材層の延長）で
あること、少なくとも１つの接着剤層の一部（すなわち、接着剤層の延長）であること、
裏材層に付着されること、少なくとも１つの接着剤層に付着されること、又は裏材層及び
少なくとも１つの接着剤層の両方の一部（すなわち、裏材層及び少なくとも１つの接着剤
層の両方の延長）であることができる。少なくとも１つの基材は、ツメのこの領域では接
着剤層に接触していない。通常、両方の基材は、ツメのこの領域では接着剤層に接触して
いない。ツメは、通常、基材の表面に平行又は実質的に平行な方向に引かれる。すなわち
、ツメは、０度、５度未満、１０度未満、１５度未満、２０度未満、２５度未満、３０度
未満、又は３５度未満の方向に引かれる。ツメは、多くの場合、裏材層の一部である。い
くつかの実施形態では、ツメは、接着剤層と接触している裏材層の第一領域を超えて延在
する、裏材層の第二領域から形成される。ツメは、多くの場合、これらの実施形態におい
て非粘着性である。他の実施形態では、ツメは裏材層及び接着剤層の少なくとも１つを含
む。ツメは、多くの場合、これらの実施形態において粘着性である。更に他の実施形態で
は、ツメは、単一の感圧接着剤層の部分である。ツメは、通常、粘着性である。粘着性の
ツメは、ツメ領域を非粘着性材料で覆うことによって非粘着性にすることができる。
【００７２】
　図１ａ及び図３ａで示したような両面接着テープでは、例えば、接着剤層及び裏材層は
、典型的には、高度に伸張可能である。ツメを引くことは、接着テープの伸長又は引き伸
ばしを引き起こす。引き伸ばすことは、第一基材と第二基材との間の領域における接着テ
ープの体積を減少し、１つ又は両方の基材からの接着テープの剥離を促進する。ツメを引
くことは、接着剤層が十分な貼着強度を有する場合、接着剤層が基材に対してよりも裏材
層に対して強く接着している場合、及び、基材間の接着テープの体積を減らすために十分
に接着テープを伸長できる場合に、接着テープが破損することなく、又は、元の位置には
ね戻ることなく、両方の基材から接着剤層を剥離することを可能にする。引き伸ばされた
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接着テープを２つの基材の間から取り外すことができる、又は２つの基材を分離すること
ができる、又はそれら両方が可能である。接着テープは、典型的に、引き伸ばし剥離条件
下で破損すること又は切れることなく、第一方向に（多くの場合、第一方向は長手方向で
あり、長さを少なくとも５０パーセント増加し得る）少なくとも５０パーセント引き伸ば
し可能である。
【００７３】
　接着テープのいずれかの中の裏材層は、任意の好適な構成を有することができる。例え
ば、裏材は、任意の好適な厚さ、組成物及び不透明度若しくは透明度を有する発泡体、フ
ィルム又はこれらの組み合わせの形態であることができる。裏材層は、単層のフィルム、
単層の発泡体、多層のフィルム、多層の発泡体又は多層の発泡体及びフィルムであること
ができる。
【００７４】
　接着テープの裏材層は、通常、引き伸ばし剥離接着テープに使用するのに好適な機械的
特性を有するように選択される。例えば、裏材層は、破損せずに第一方向（例えば、長手
方向）に少なくとも５０パーセント引き伸ばす（伸長する）ことが可能であるように選択
される。すなわち、破損せずに少なくとも５０パーセント引き伸ばすことによって、裏材
層の長さのような少なくとも１つの次元を増大させることができる。いくつかの実施形態
では、裏材層は、破損せずに少なくとも１００パーセント、少なくとも１５０パーセント
、少なくとも２００パーセント、少なくとも３００パーセント、少なくとも４００パーセ
ント、又は少なくとも５００パーセント引き伸ばし可能である。裏材層は、多くの場合、
破損せずに最大１２００パーセント、最大１０００パーセント、最大８００パーセント、
最大７５０パーセント、又は最大７００パーセント引き伸ばし可能である。これらの比較
的大きい伸長値は、基材に接着させた後の接着テープの引き伸ばし剥離を促進する。
【００７５】
　裏材層のヤング率は、引き伸ばしに対する裏材層の抵抗性を示す指標となり得る。ヤン
グ率は、多くの場合、少なくとも約１，０００ｐｓｉ（約７ＭＰａ）、少なくとも約２，
５００ｐｓｉ（約１７ＭＰａ）又は更には少なくとも約３，０００ｐｓｉ（約２１ＭＰａ
）、約７２，５００ｐｓｉ（約５００ＭＰａ）以下又は約５０，０００ｐｓｉ（約３４５
ＭＰａ）以下である。ポリマーフィルムは、好ましくは、フィルムの機械方向及び横断方
向の少なくとも一方で破損時の所望の伸びを達成することができる。以下に説明される、
ポリ（アルキレン）コポリマーを含有するもののようないくつかのフィルム裏材層では、
ヤング率は、約１０ＭＰａ～約７５ＭＰａの範囲であることが多い。例えば、ヤング率は
２０～７５ＭＰａの範囲、２０～６０ＭＰａの範囲、２０～５０ＭＰａの範囲、又は２５
～５０ＭＰａの範囲であり得る。ヤング率は、例えばＡＳＴＭ　Ｄ７９０－０７又はＡＳ
ＴＭ　Ｄ８８２－０２の方法を用いて測定することができる。
【００７６】
　裏材層の引張り強度は、裏材層が破損せずに支持可能な荷重の指標であり、裏材層が破
損せずにどれだけ遠くまで引き伸ばされ得るかの指標である。裏材層を破損させずに少な
くとも５０パーセント引き伸ばすことができる限り、任意の引張り強度が好適である。引
張り強度は、多くの場合、約１０ＭＰａ～約６０ＭＰａ又はそれ以上の範囲である。例え
ば、引張り強度は１０～６０ＭＰａの範囲、１０～５０ＭＰａの範囲、２０～６０ＭＰａ
の範囲、２０～５５ＭＰａの範囲、又は２５～５０ＭＰａの範囲である場合がある。引張
り強度は、ＡＳＴＭ　Ｄ８８２－０２の方法を用いて測定できる。
【００７７】
　多くの用途において、発泡体又はフィルム裏材層は、例えば、ポリオレフィン（例えば
、高密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン及び線状超低密度
ポリエチレンなどのポリエチレン、ポリプロピレン、並びにポリブチレン）、ビニルコポ
リマー（例えば、ポリ塩化ビニル及びポリ酢酸ビニル）、オレフィンコポリマー（例えば
、エチレン／メタクリレートコポリマー、エチレン／酢酸ビニルコポリマー、及びエチレ
ン／プロピレンコポリマー）、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレンコポリマー、ア
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クリルポリマー及びコポリマー、ポリウレタン、並びにこれらの組み合わせ及び配合物の
ような高分子材料から調製される。代表的な配合物としては、ポリプロピレン／ポリエチ
レン配合物、ポリウレタン／ポリオレフィン配合物、ポリウレタン／ポリカーボネート配
合物、及びポリウレタン／ポリエステル配合物が挙げられる。
【００７８】
　他の好適な配合物としては、例えば、熱可塑性ポリマー、エラストマーポリマー及びこ
れらの組み合わせの配合物を挙げることができる。好適な配合物としては、例えば、スチ
レン－ブタジエンコポリマー、ポリクロロプレン（すなわち、ネオプレン）、ニトリルゴ
ム、ブチルゴム、多硫化ゴム、シス－１，４－ポリイソプレン、エチレン－プロピレンタ
ーポリマー（例えば、ＥＰＤＭゴム）、シリコーンゴム、シリコーンポリウレアブロック
コポリマー、ポリウレタンゴム、ポリイソブチレン、天然ゴム、アクリレートゴム、熱可
塑性ゴム（例えば、スチレン－ブタジエンブロックコポリマー及びスチレン－イソプレン
－スチレンブロックコポリマー）及び熱可塑性ポリオレフィンゴム材料を挙げることがで
きる。
【００７９】
　有用な発泡体裏材層は、典型的に、柔軟性があり、上に配置された感圧接着剤層と基材
表面との間の面接触の程度を増大させるのを助ける。発泡体層は、約５０パーセント～約
６００パーセントの伸長を達成できる（すなわち発泡体層は、少なくとも５０パーセント
～６００パーセント引き伸ばし可能である）のが好ましい。破損点伸びは、接着テープが
接着した基材から接着テープを取り外す間に裏材層が損なわれない状態を維持するように
、十分に高いことが好ましい。
【００８０】
　発泡体裏材層は、多くの場合、柔軟性及び弾力性のような特性を最適化するように選択
される。柔軟性があり弾力的な高分子発泡体は、表面むらを有する基材に接着物品を接着
させる用途に適している。発泡体層は、通常、少なくとも約２ポンド毎立方フィート（ｐ
ｃｆ）（３２．０ｇ／Ｌ）、少なくとも約６ｐｃｆ（９６．１ｇ／Ｌ）、少なくとも約８
ｐｃｆ（１２８．１ｇ／Ｌ）又は少なくとも約１２ｐｃｆ（１９２．２ｇ／Ｌ）、約３０
ｐｃｆ（４８０．６ｇ／Ｌ）未満、約２５ｐｃｆ（４００．５ｇ／Ｌ）未満又は更には約
１５ｐｃｆ（２４０．３ｇ／Ｌ）未満の密度を有する。発泡体層は、目的の用途に好適な
任意の厚さを有することができる。好適な発泡体裏材層は、多くの場合、少なくとも５ミ
ル（１２７マイクロメートル）又は少なくとも３０ミル（７６２マイクロメートル）の厚
さを有する。厚さは、最大１００ミル（２５４０マイクロメートル）、最大１２５ミル（
３１７５マイクロメートル）、最大１５０ミル（３８１０マイクロメートル）又は更には
それらを超える値であることができる。いくつかの実施形態では、発泡体層は多重発泡体
層を含み、発泡体の各層は、密度、伸長率、引張り強度、及びこれらの組み合わせのよう
な様々な特性に寄与する。
【００８１】
　高分子フィルム裏材層は、例えば単層又は多層フィルム、多孔性フィルム、及びこれら
の組み合わせを含む、多様な形態であり得る。高分子フィルムは１つ以上の充填材（例え
ば炭酸カルシウム）を含むことができる。ポリマーフィルムは、連続層又は不連続層であ
り得る。多層ポリマーフィルムは、好ましくは、複合体フィルム、ラミネートフィルム及
びこれらの組み合わせの形態で、一体的に互いに接合されている。多層ポリマーフィルム
は、例えば、共成形、共押出成形、押出コーティング、接着剤による結合、加圧結合、加
熱結合、及びこれらの組み合わせを含むいずれかの好適な方法を用いて、調製することが
できる。
【００８２】
　裏材のフィルム層は、フィルムと発泡体層を共押出成形、共成形、押出コーティング、
接着剤組成物による結合、加圧結合、加熱結合及びこれらの組み合わせを含む好適な機構
を使用して、発泡体の層に接合することができる。フィルム層を発泡体層に接合するため
の任意の好適な接着剤組成物を使用することができる。剥離を実現するために、多層裏材
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のポリマーフィルム又は発泡体層の１つだけを引き伸ばそうとする場合には、その層は、
その目的を達成するのに十分な物理的性質を示すべきであるとともに、十分な厚みがなけ
ればならない。
【００８３】
　いくつかの実施形態では、裏材層は、少なくとも２つの異なるアルケンモノマーから誘
導されるポリ（アルキレン）コポリマーを含有するフィルムである。ポリ（アルキレン）
コポリマーは、典型的に、１）エテン、プロペン、又はこれらの混合物から選択される第
一アルケンと、２）４～８個の炭素原子を有する１，２－アルケンから選択される第二ア
ルケンモノマーと、を含むアルケン混合物の反応生成物である。例えば、第二アルケンモ
ノマーは、多くの場合、４、６、又は８個の炭素原子を有する。すなわち、アルケン混合
物は、１）エテン、プロペン、又はこれらの混合物、及び２）ブテン、ヘキサン、オクタ
ン、又はこれらの混合物を含む。これらのコポリマーは、通常、メタロセン触媒を用いて
調製される。
【００８４】
　いくつかの用途では、裏材層、接着剤層及びその結果もたらされる引き伸ばし剥離可能
な接着テープは、光学的に透明である。本明細書で使用されるとき、用語「光学的に透明
」は、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３－０７の方法を用いて測定されたときに、少なくとも９０パ
ーセントの視感透過率及び５パーセント以下の曇りを有する裏材層、接着剤層又は接着テ
ープを指す。この方法を用いて、測定は４００～７００ナノメートルの波長範囲で行われ
た。視感透過率は、多くの場合、少なくとも９１パーセント、少なくとも９２パーセント
、少なくとも９３パーセント、少なくとも９４パーセント、又は少なくとも９５パーセン
トと同等である。曇り価は、多くの場合、４以下、３以下、２以下、又は１以下である。
いくつかの代表的な接着テープは、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３－７の方法を用いて測定された
ときに、３パーセント以下の曇り及び少なくとも９０パーセントに等しい視感透過率を有
する。他の代表的な接着テープは、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３－０７の方法を用いて測定され
たときに、２パーセント以下の曇り及び少なくとも９０パーセントに等しい視感透過率を
有する。視覚的に透明な材料全てが光学的に透明であるとは見なされない。すなわち、視
覚的な透明性が常に光学的透明性と同義であるとは限らない。視覚的に透明な材料は、５
を超える曇り価、９０パーセント未満の視感透過率値、又はこれら両方を有する場合があ
る。
【００８５】
　いくつかの物品では、第一基材及び光学的に透明な接着テープの両方を通して見たとき
に第二基材が見えるように、光学的に透明な引き伸ばし剥離可能な接着テープを２つの基
材の間に配置することができる。接着テープが光学的に透明である場合、図２ａ及び図４
ａの第二基材５０は、多くの場合、第一基材４０及び接着テープ（示されているように、
接着テープは層１０、２０及び３０に相当する）を通して見ることによって目視できる。
例えば、光学的に透明な接着テープを用いて、光学的に透明な基材（例えばカバーレンズ
）のような第一基材を、ディスプレイ（例えば、液晶ディスプレイ）のような第二基材に
連結することができる。連結に欠陥がない場合は、光学的に透明な接着テープは第一基材
とディスプレイとの間に配置されたまま維持される。しかし、連結に欠陥がある場合は、
接着テープを引き伸ばすことによって、ディスプレイを損傷せずに接着テープを取り外す
ことができる。接着テープを交換し、第一基材及びディスプレイを、別の光学的に透明な
引き伸ばし剥離可能な接着テープで再び連結することができる。
【００８６】
　光学的に透明な裏材層は、光学的に透明な接着テープを調製するのに使用される。多く
の実施形態において、光学的に透明な裏材層は、１）エテン、プロペン、又はこれらの混
合物から選択された第一アルケンと、２）４～８個の炭素原子を有する１，２－アルケン
から選択された第二アルケンモノマーと、を含むアルケン混合物から調製されたポリ（ア
ルキレン）コポリマーを含有する。しかし、裏材層として使用するのに好適な機械的特性
を有するポリ（アルキレン）コポリマーの多くは、光学的に透明な接着テープに使用する



(22) JP 5671478 B2 2015.2.18

10

20

30

40

50

ための光学的に透明な裏材層を調製するために通常必要な低い曇り曇り価（すなわち、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ１００３－０７の方法を用いた測定で５パーセント以下）及び高い視感透過率
（すなわち、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３－０７を用いた測定で少なくとも９０の視感透過率）
を有さない。例えば、多くのポリ（アルキレン）コポリマーの比較的大きい結晶サイズ、
多くの市販のポリ（アルキレン）コポリマーにおける多様な添加剤の使用、及びポリ（ア
ルキレン）コポリマーのフィルムの形成に使用される特定の方法によって、光学的に透明
な裏材層として使用するのに適さないポリ（アルキレン）コポリマーにする可能性がある
。
【００８７】
　光学的に透明な裏材が望まれる場合は、ポリ（アルキレン）コポリマーが完全な非晶質
ではなく、ある程度の結晶性材料を有することが好ましい。結晶性材料は、物理的架橋材
として機能することによって裏材層に強度を付加する傾向がある。しかし、結晶性材料の
サイズが大きすぎると、裏材層の曇り価が許容範囲を超えて大きくなる場合がある。結晶
性材料は、可視光の波長より小さいサイズを有するのが好ましい。好適なポリ（アルキレ
ン）コポリマーの多くの実施形態において、結晶性材料の少なくとも９５パーセントは４
００ナノメートル未満の結晶サイズを有する。例えば、結晶性材料の少なくとも９５パー
セントは、３００ナノメートル未満、２００ナノメートル未満、又は１００ナノメートル
未満の結晶サイズを有することができる。小さい結晶サイズは、光学的に透明な裏材層の
形成を促進する。
【００８８】
　４００ナノメートル未満の結晶性材料を有する裏材層は、多様な方法で調製できる。１
つの方法では、裏材層の形成に使用されるポリ（アルキレン）コポリマーは、結晶のアラ
イメント及び成長を最低限にするために、融解され、押出成形され、及び急冷される。別
の方法では、シード材料（すなわち成核剤）を加え、冷却の際にコポリマー内での多くの
結晶の形成を促進して、固化フィルムを形成することができる。より多くの結晶の形成は
、より小さい結晶サイズをもたらす傾向がある。更に別の方法では、コポリマー組成物を
変化させて、結晶サイズを変更する。４～８個の炭素原子を有する第二アルケンモノマー
の量が多いほど、より小さい結晶サイズをもたらす傾向がある。第二アルケンモノマーの
量が増すにつれて、密度又は比重は低減する傾向がある。多くの場合、比重は０．９１以
下である。例えば、多くの場合、比重は０．９０以下又は０．８９以下である。多くの場
合、比重は０．８６～０．９１の範囲内、０．８７～０．９０の範囲内、又は０．８８～
０．９０の範囲内である。
【００８９】
　光学的透明性が望まれる場合は、裏材層は、曇りに寄与する又は視感透過率を低下させ
る添加剤を含まないか又は実質的に含まないことが好ましい。例えば、裏材層は、典型的
に、抗ブロッキング剤、スリップ剤、又はこれら両方を含まない。すなわち、裏材層は、
通常、抗ブロッキング剤、スリップ剤、又はこれら両方を含まない若しくは実質的に含ま
ない。本明細書で使用されるとき、抗ブロッキング剤又はスリップ剤を参照して「実質的
に含まない」という用語は、これらの薬剤がそれぞれ、０．５重量パーセント以下、０．
３重量パーセント以下、０．２重量パーセント以下、０．１重量パーセント以下、０．０
５重量パーセント以下、又は０．０１重量パーセント以下の量で存在することを意味する
。抗ブロッキング剤は、多くの場合、フィルムをポリ（アルキレン）コポリマーから調製
する際に、例えばロールを形成するときのようにフィルム自体への付着を防ぐために添加
される。代表的な抗ブロッキング剤としては、ケイソウ土及びタルクのような粒子が挙げ
られるが、これらに限定されない。スリップ剤は、多くの場合、ロールでのフィルム同士
の摩擦又はフィルムと生産機器との摩擦のような摩擦を低減するために添加される。また
、これらのスリップ剤の存在は、少なくとも１つの感圧接着剤層との良好な接着を妨害す
る場合がある。一般に使用される多くのスリップ剤は、アミド化によって長鎖脂肪酸から
作られるもののような一級アミドである。スリップ剤の例としては、ステアルアミド、オ
レアミド、及びエルカミドが挙げられるが、これらに限定されない。
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【００９０】
　光学的透明性が望まれる多くの実施形態において、裏材層は、少なくとも９９パーセン
トのポリ（アルキレン）コポリマーを含有する。例えば、裏材層は、少なくとも９９．１
重量パーセント、少なくとも９９．２重量パーセント、少なくとも９９．３重量パーセン
ト、少なくとも９９．４重量パーセント、少なくとも９９．５重量質量パーセント、少な
くとも９９．６重量パーセント、少なくとも９９．７重量パーセント、少なくとも９９．
８重量パーセント、少なくとも９９．９重量パーセントのポリ（アルキレン）コポリマー
を含有する。
【００９１】
　光学的に透明な裏材層を調製するために使用可能な代表的なポリ（アルキレン）コポリ
マーは、ＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，ＴＸ）から商品
名ＥＸＡＣＴ（例えばＥＸＡＣＴ　３０２４、３０４０、４０１１、４１５１、５１８１
、及び８２１０）及び商品名ＶＩＳＴＡＭＡＸＸ（例えばＶＩＳＴＡＭＡＸＸ　６２０２
及び３０００）として市販されている。他の代表的なポリ（アルキレン）コポリマーは、
Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩ）から商品名ＡＦＦＩＮＩＴＹ（例え
ばＡＦＦＩＮＩＴＹ　ＰＴ　１８４５Ｇ、ＰＬ　１８４５Ｇ、ＰＦ　１１４０Ｇ、ＰＬ　
１８５０Ｇ、及びＰＬ　１８８０Ｇ）、商品名ＥＮＧＡＧＥ（例えばＥＮＧＡＧＥ　８０
０３）及び商品名ＩＮＦＵＳＥ（例えばＩＮＦＵＳＥ　Ｄ９５３０．０５）として市販さ
れている。ＥＸＡＣＴ　８２１０、ＥＸＡＣＴ　５１８１、ＥＮＧＡＧＥ　８００３、及
びＩＮＦＵＳＥ　Ｄ９５３０．０５はエチレン－オクテンコポリマーである。ＥＸＡＣＴ
　３０４０及びＥＸＡＣＴ　４１５１はエチレン－ヘキセンコポリマーである。ＥＸＡＣ
Ｔ　３０２４及びＥＸＡＣＴ　４０１１はエチレン－ブテンコポリマーである。
【００９２】
　光学的に透明でない代表的なポリ（アルキレン）コポリマーは、Ｐｌｉａｎｔ　Ｃｏｒ
ｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｃｈｉｐｐｅｗａ　Ｆａｌｌｓ，Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎ）から商品名Ｘ
ＭＡＸ及びＭＡＸＩＬＥＮＥシリーズ（例えば、ＭＡＸＩＬＥＮＥ　２００は、メタロセ
ン触媒で調製されないエチレン－オクテンコポリマーである）として入手可能である。こ
れらの裏材層は、視覚的に透明だが光学的に透明でなく、わずかに曇りがあるか又は不透
明な接着テープを生産するために使用することができる。多くの場合、これらのフィルム
はスリップ剤、抗ブロッキング剤、又はこれら両方を含有する。
【００９３】
　低い曇り価及び高い視感透過率を有する裏材層をもたらす好適な材料を選択することに
加えて、光学的透明性が望まれる場合は、これらの値を維持するように裏材層を調製する
方法を選択しなくてはならない。すなわち、裏材層を作製する方法は、典型的に、平滑な
表面及び比較的均一な厚さを提供するように選択される。表面が粗くなると、曇り価が希
望に反して大きくなる場合がある。好適な光学的透明性を提供するために、多くの場合、
裏材層全体で任意の方向に比較的均一な厚さを提供するようにプロセスが選択される。例
えば、厚さは裏材層全体で任意の方向に１０パーセント未満、８パーセント未満、６パー
セント未満、５パーセント未満、変化する。より具体的には、４ミル（０．１ミリメート
ル又は１００マイクロメートル）の平均厚さを有する裏材層は、任意方向における裏材層
全体にわたって１０マイクロメートル未満、８マイクロメートル未満、６マイクロメート
ル未満又は５マイクロメートル未満の厚さ変動を有する。
【００９４】
　光学的に透明な裏材層が望まれる場合は、ポリ（アルキレン）コポリマーのフィルムの
形成に使用される多くの従来の方法は、結果的にもたらされるフィルムが必要とする平滑
度を有さないので、適さない。例えば、ブローイング法は、通常、抗ブロッキング剤又は
スリップ剤を加えることが多いので、適さない。これらの薬剤の添加は、多くの場合、結
果的にもたらされるフィルムの表面を粗くする傾向がある。冷硬ローラーとの接触を最低
限にするためにフィルムに粗い表面を与えるキャスト押出成形法は、通常、適さない。し
かし、光学的透明性が問題でないときは、これらの方法を用いて裏材層を調製することが
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できる。
【００９５】
　光学的透明性が望まれるときは、多様な方法を使用して、好適な平滑度及び厚さの均一
性を伴う裏材層を調製することができる。第一例では、ポリ（アルキレン）コポリマーを
、剥離ライナーのような２つの平滑な支持層間に、又は平滑な支持層と平滑なローラーと
の間に、流し込むことができる。ブロッキング剤又はスリップ剤は必要なく、これらの薬
剤はないのが好ましい。支持層（例えば剥離ライナー）は、結果的にもたらされるゴム状
裏材層を強化する傾向があり、裏材層を歪めずに又は引き伸ばさずに更なる処理に曝すこ
とを可能にする。更に、支持層は、少なくとも１つの感圧接着剤層と組み合わされるまで
、裏材層の表面を保護する傾向がある。
【００９６】
　より具体的には、ポリ（アルキレン）コポリマーは、例えばフラット型キャスト用押出
ダイを用いて、溶融フィルムとして押出成形可能である。押出成形温度は、約１５０℃～
２００℃の範囲であることができる。ポリ（アルキレン）コポリマーの押出成形フィルム
は、２つの支持体フィルム間で押出成形することができる。次に、結果的にもたらされる
支持体フィルム／ポリ（アルキレン）コポリマーフィルム／支持体フィルムの構成体を、
冷硬ロールスタックに通して、ポリ（アルキレン）コポリマーフィルムを冷却及び固化す
ることができる。この方法を用いて調製される裏材フィルムは、比較的均一な厚さを有す
る傾向があり、かつ比較的平滑である傾向がある。この支持体フィルムは、多くの場合、
剥離ライナーである。好適な剥離ライナーは、感圧接着剤層の調製時の使用のための上記
のものと同じである。剥離ライナーは、典型的には、剥離ライナーを引き伸ばすこと又は
損傷することなく、裏材層の調製後に、容易に取り外される。
【００９７】
　多くの場合、フィルム系裏材層の厚さは、所望の耐荷重力及び引き伸ばし剥離力に対す
る破壊強度の釣り合いをとって選択される。裏材層の厚さが増大するにつれて、通常、よ
り大きい引き伸ばし剥離力が必要とされる。逆に、裏材層の厚さが減少するにつれて、よ
り小さい引き伸ばし剥離力が必要とされる。フィルム系裏材層の厚さは、例えば、最大４
０ミル（１．０ミリメートル又は１０００マイクロメートル）であることができる。本明
細書で用いられるとき、用語「ミル」は、０．００１インチであり、１ミルは約０．００
２５センチメートル又は約０．０２５ミリメートル又は約２５マイクロメートルに等しい
。多くの実施形態では、厚さは最大３０ミル（７５０マイクロメートル）、最大２０ミル
（５００マイクロメートル）、最大１０ミル（２５０マイクロメートル）、最大８ミル（
２００マイクロメートル）、最大６ミル（１５０マイクロメートル）又は最大５ミル（１
２５マイクロメートル）である。厚さは、多くの場合、少なくとも１ミル（０．０２５ミ
リメートル又は２５マイクロメートル）、少なくとも２ミル（５０マイクロメートル）、
少なくとも３ミル（７５マイクロメートル）又は少なくとも４ミル（１００マイクロメー
トル）である。いくつかの好適な裏材層は、１ミル（２５マイクロメートル）～２０ミル
（５００マイクロメートル）の範囲、１ミル（２５マイクロメートル）～１０ミル（２５
０マイクロメートル）の範囲、１ミル（２５マイクロメートル）～８ミル（２００マイク
ロメートル）の範囲、１ミル（２５マイクロメートル）～７ミル（１７５マイクロメート
ル）の範囲、２ミル（５０マイクロメートル）～８ミル（２００マイクロメートル）の範
囲、３ミル（７５マイクロメートル）～６ミル（１５０マイクロメートル）の範囲又は４
ミル（１００マイクロメートル）～５ミル（１２５マイクロメートル）の範囲の厚さを有
する。
【００９８】
　調製の際、裏材層は、通常、ゴムのような材料であり、わずかに粘着性である。感圧接
着剤層は、裏材層の少なくとも１つの主表面に隣接して配置される。多くの実施形態にお
いて、第一感圧接着剤層は裏材層の第一主表面に隣接して配置され、第二感圧接着剤層は
裏材層の第二主表面に隣接して配置される。裏材層の第二主表面は、第二主表面に対向す
る面である。本明細書で用いられるとき、感圧接着剤層及び裏材層に対する用語「隣接」
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とは、感圧接着剤層が裏材層と接触していること又は１つ以上の介在層によって裏材層か
ら分離されていることを意味する。すなわち、それぞれの感圧接着剤層は、裏材層に直接
又は間接に接着させる。多くの場合、介在層はプライマー層又はプライミング処置によっ
てもたらされる層である。
【００９９】
　裏材層は、少なくとも１つの感圧接着剤層に隣接して配置される前にプライミング処理
することができる。プライマー処置は、裏材層と感圧接着剤層との間の接着力を増大させ
る傾向がある。多くの場合、この接着力の増大は引き伸ばし剥離接着テープにとって望ま
しい。すなわち、通常、裏材層に対する感圧接着テープの接着力は、基材に対する感圧接
着剤層の接着力より強い。当該技術分野において既知の任意の好適なプライミング処置を
使用することができる。例えば、プライミング処置は、化学的プライマー組成物での処置
、コロナ放電又はプラズマ放電による処置、電子ビーム又は紫外線への曝露、酸エッチン
グ、又はこれらの組み合わせを含むことができる。
【０１００】
　いくつかの実施形態では、プライマー処置は、裏材層の表面にプライマー組成物を適用
することを含む。任意の好適なプライマー組成物を使用することができる。プライマー組
成物としては、例えば、反応性化学接着促進剤（例えば、その構成要素が裏材層、接着剤
層、又はこれら両方と反応することができる）が含まれる。代表的なプライマー組成物と
しては、米国特許第５，６７７，３７６号（Ｇｒｏｖｅｓ）に記述されているものが含ま
れ、その全文は参照により本明細書に組み込まれる。すなわち、プライマー組成物は、（
１）マレイン酸又は無水マレイン酸で修飾したスチレン－エチレン／ブチレン－スチレン
ブロックコポリマーのようなブロックコポリマーと、（２）（ａ）１～１４個の炭素原子
を有する非三級アルコールの少なくとも１つのアルキル（メタ）アクリレートエステル及
び（ｂ）少なくとも１つの窒素含有モノマーを含む一価モノマー混合物の高分子反応生成
物と、の配合物を含むことができる。ブロックコポリマーは、例えば、Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．から商品名ＫＲＡＴＯＮ　ＦＧ－１９０１Ｘで市販されているもの
あることができる。他の好適なプライマー組成物としては、商品名ＮＥＯＲＥＸ（ＮＥＯ
ＲＥＸ　Ｒ５５１）で市販されているもの（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＭＡ）が挙げられる
。このプライマー組成物は、水媒介性のポリウレタンを含有する。
【０１０１】
　多くの実施形態では、接着テープは、両面接着テープである。裏材層は、多くの場合、
第一及び第二感圧接着剤層に直接接触する。あるいは、裏材層は、プライマー層などの別
の層を有する感圧接着剤層から分離することができる。調製されるとき、接着テープは、
多くの場合、第一感圧接着剤層に隣接する第一剥離ライナーと、第二感圧接着剤層に隣接
する第二剥離ライナーと、を有する。接着テープを使用するために、基材などの別の表面
に接着させるために感圧接着剤層を曝露すべく、各剥離ライナーを取り外すことができる
。剥離ライナーは、多くの場合、一方が他方よりも容易に取り外すことができるように、
異なっている。
【０１０２】
　接着テープを調製するために使用される物質は、多くの場合、各感圧接着剤層のヤング
率が裏材層のヤング率よりも低いように、選択される。接着剤層のヤング率が裏材層のヤ
ング率より低いと、接着剤層は引き伸ばしの際の裏材層の変形中に降伏し、裏材層が引き
裂かれる可能性はより低くなる。更に、接着剤層は、多くの場合、裏材層よりも高い破損
点伸びを有するように選択される。この条件が満たされると、基材から剥離される際に感
圧接着剤層が残渣を基材上に残す可能性はより低くなる。
【０１０３】
　接着テープは、破損せずに第一方向（例えば、長手方向）に少なくとも５０パーセント
引き伸ばす（伸長する）ことができる。いくつかの実施形態では、接着剤は、破損せずに
少なくとも１００パーセント、少なくとも１５０パーセント、少なくとも２００パーセン
ト、少なくとも３００パーセント、少なくとも４００パーセント又は少なくとも５００パ
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ーセント引き伸ばすことができる。裏材層は、多くの場合、破損せずに最大１２００パー
セント、最大１００パーセント、最大８００パーセント、最大７５０パーセント又は最大
７００パーセント引き伸ばすことができる。これらの比較的大きい伸長値は、基材に接着
させた後の接着テープの引き伸ばし剥離を促進する。
【０１０４】
　裏材層及び少なくとも１つの感圧接着剤層を含有する接着テープは、任意の好適な方法
で形成できる。多くの実施形態において、裏材層は、感圧接着剤層と別に調製される。裏
材層の調製後、少なくとも１つの、別に形成された感圧接着剤層を、裏材層の主表面に積
層することができる。例えば、剥離ライナーに支持された感圧接着剤層は、剥離ライナー
に所望により支持された裏材層に積層することができる。多くの場合、第一感圧接着剤層
は裏材層の第一主表面に積層され、第二感圧接着剤層は裏材層の第二主表面（すなわち、
第一主表面の反対側）に積層される。例えば、第一剥離ライナーに支持された第一感圧接
着剤層は、剥離ライナーに支持されてもいる裏材層に積層することができる。裏材層への
第一感圧接着剤層の積層後、裏材層を支持する剥離ライナーは、取り外すことができる。
第二剥離ライナーに支持された第二感圧接着剤層は、次に、剥離ライナーに予め接触して
いた裏材層の表面に積層することができる。このアプローチは、多くの場合、例えば、裏
材層がポリ（アルキレン）共重合性フィルムである場合に、使用される。
【０１０５】
　他の実施形態では、裏材層を形成してから、感圧接着剤層を形成するために使用される
前駆体組成物を、予め調製された裏材層の少なくとも１つの表面に適用する。すなわち、
裏材層は、前駆体組成物の付着のための支持体として機能する。前駆体組成物は重合して
、裏材層と接触しながら、第一感圧接着剤層を形成する。２つの感圧接着剤層を接着テー
プが有する場合は、別に形成された感圧接着剤層の積層によって、第二感圧接着剤層を、
裏材層のもう一方の主表面（すなわち、第二主表面）に隣接させて配置することができる
。あるいは、別の前駆体組成物を裏材層のもう一方の主表面に適用し、重合して、裏材層
と接触しながら第二感圧接着剤層を形成することができる。この代替実施形態では、第一
感圧接着剤層は、多くの場合、第一剥離ライナーに隣接して配置される。
【０１０６】
　２つの接着剤層を伴う接着テープを作製する別の例では、剥離ライナーに配置された２
つの接着剤層の間に裏材層を鋳造することができる。すなわち、第一感圧接着剤層を第一
剥離ライナー上に調製することができ、第二感圧接着剤層を第二剥離ライナー上に調製す
ることができ、裏材層をこれら２つの接着剤層の間に鋳造することができる。まだ温かい
間に、裏材層を第一接着剤層に及び第二接着剤層に積層することができる。ブロッキング
剤又はスリップ剤は必要ない。その結果得られる構成体は、次の層：第一剥離ライナー－
第一接着剤層－裏材層－第二接着剤層－第二剥離ライナー、を有することができる。
【０１０７】
　別の態様では、物品を提供する。物品は、少なくとも１つの感圧接着剤層に接着した少
なくとも１つの基材を含む。いくつかの実施形態では、物品は、第一基材と、第一基材に
接着した接着テープと、を含む。接着テープは、Ａ）裏材層と、Ｂ）裏材層の第一主表面
に隣接する第一感圧接着剤層と、Ｃ）第一基材を超えて延在するツメと、を含む。ツメを
引くことによって接着テープが引き伸ばされ、第一基材から接着テープが剥離される。接
着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能である。裏
材層及び第一感圧接着剤層は、上記のものと同じである。
【０１０８】
　他の実施形態では、物品は、第一基材と、第二基材と、第一基材と第二基材との間に配
置された感圧接着剤層と、を含む。感圧接着剤層は、第二基材に対して第一基材を連結す
る。感圧接着剤層は、第一基材及び第二基材のうちの少なくとも１つを超えて延在するツ
メを含む。ツメを引くことによって感圧接着剤層が引き伸ばされ、第一基材から、第二基
材から、又は、第一基材及び第二基材の両方から、感圧接着剤層が剥離される。感圧接着
剤層は、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能である。感圧接
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着剤層は、上記のものと同じである。
【０１０９】
　更に他の実施形態では、物品は、第一基材と、第二基材と、第一基材と第二基材との間
に配置された接着テープと、を含む。接着テープは、第一基材を第二基材に連結する。接
着テープは、Ａ）裏材層と、Ｂ）裏材層の第一主表面に隣接する第一感圧接着剤層及び裏
材層の第二主表面に隣接する第二感圧接着剤層と、Ｃ）第一基材及び第二基材のうちの少
なくとも１つを超えて延在するツメと、を含む。ツメを引くことによって接着テープが引
き伸ばされ、第一基材から、又は第二基材から、又は第一基材及び第二基材の両方から、
接着テープが剥離される。接着テープは、破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセン
ト引き伸ばし可能である。接着テープは、上述したものと同じである。
【０１１０】
　２つの基材を接着テープで連結する工程は、それぞれの接着剤層に隣接する剥離ライナ
ーを含む形態で接着テープを提供することを含み得る。すなわち、接着テープは、第一剥
離ライナー－第一接着剤層－裏材層－第二接着剤層－第二剥離ライナーという順序で配列
された層の構成体として提供され得る。第一剥離ライナーを取り外して、第一接着剤層を
曝露することができる。次に、曝露された第一接着剤層を第一基材に隣接させて位置づけ
、第一基材に直接又は間接に接着することができる。次に、第二剥離ライナーを取り外し
て、第二接着剤層を曝露することができる。次に、曝露された第二接着剤層を第二基材に
隣接させて位置づけ、第二基材に直接又は間接に接着することができる。
【０１１１】
　任意の好適な基材を、本明細書に記載の任意の感圧接着剤層に接着させることができる
。基材は、任意の望まれる機能を提供することができ、任意の好適な材料から形成するこ
とができ、かつ任意の望まれる可撓性、サイズ、形状、厚さ、又はアスペクト比を有する
ことができる。基材は単層であってもよく、支持層、プライマー層、ハードコート層（例
えばアクリル系又はポリウレタン）、装飾デザインなどのような材料の多重層を含んでも
よい。一方の基材又は両方の基材が、別の物品の外側表面層であってもよい。一方の基材
又は両方の基材のいずれかが、高分子材料、ガラス材料、セラミック材料、金属含有材料
（例えば、金属又は金属酸化物又は金属合金）又はこれらの組み合わせのような任意の好
適な材料を含有することができる。
【０１１２】
　基材に使用される代表的な金属、金属酸化物、又は金属合金は、インジウムスズ酸化物
、チタン、ニッケル、スチール、アルミニウム、銅、亜鉛、鉄、コバルト、銀、金、プラ
チナ、鉛などを含有することができる。基材に使用される代表的な高分子材料としては、
ポリカーボネート、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート及びポリエチレ
ンナフタレート）、ポリウレタン、ポリ（メタ）アクリレート（例えば、ポリメチルメタ
クリレート）、ポリビニルアルコール、ポリ塩化ビニル、ポリエチレンのようなポリオレ
フィン、ポリプロピレン、又はポリノルボルネンのようなポリ（環式オレフィン）、ポリ
塩化ビニル、ポリイミド、セルローストリアセテート、アクリロニトリル－ブタジエン－
スチレンコポリマー、エポキシ、ナイロンなどが挙げられる。
【０１１３】
　いくつかの用途では、基材の１つは、フック、ハンガー、クリップ、ホルダー、オーガ
ナイザー、キャディ、バスケット又は看板のような物品の外側表面であり、第二基材は物
品が取り付けられる表面である。第二基材としては、例えば、塗面、ガラス、木材（例え
ば染料又はワニスを塗られた木材）、磁器、繊維ガラス複合材料、プラスチック、しっく
い、コンクリート、レンガ、花崗岩、セラミック、大理石、ステンレススチール又はこれ
らに類するものを挙げることができる。第二基材は、壁、窓、鏡、キャビネット、ドア、
バスルーム備品、車両又はこれらに類するものであることができる。他の例では、第一基
材が看板であり、第二基材が窓又は車両である。これらの例のうちの少なくともいくつか
では、所望される場合には、接着テープは、光学的に透明であるか又は視覚的に透明であ
ることができる（例えば、曇りが５パーセント超過である）。
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【０１１４】
　接着剤層（すなわち、接着テープ又は単層中のもの）は、浴室でみられるもののような
濡れた又は高い湿度の環境下でも使用することができる。例えば、接着剤物品は、便器（
例えば便器のタンク）、浴槽、シンク、及び壁に接着可能である。接着剤層は、シャワー
、ロッカー室、蒸気室、プール、ホットタブ及びキッチン（例えばキッチンシンク、食器
洗い機及び汚れ止め板エリア、冷蔵庫並びに保冷器）で使用することができる。接着剤層
は、屋外用途及び冷蔵庫などの低温用途であり得る。屋外用途は、例えば、標識のような
物品を屋外表面（窓、ドア及び車両など）に接合することを含む。
【０１１５】
　接着剤層（すなわち、接着テープ又は単層中のもの）は、様々な構成及び用途で使用す
ることができる。例えば、接着剤層は、塗装されたドライウォール、しっくい、コンクリ
ート、ガラス、セラミック、繊維ガラス、金属又はプラスチックなどの表面に様々な物品
を取り付ける用途で使用することができる。取り付けることができる物品としては、壁か
け、オーガナイザー、ホルダー、バスケット、容器、装飾品（例えば、祝祭日用装飾品）
、カレンダー、ポスター、ディスペンサー、針金クリップ、車両の車体側部の造形物、持
ち運び用取っ手、道路標識のような看板製品、車両マーク、輸送マーク及び反射板が挙げ
られるが、これらに限定されない。接着剤層は、少なくとも２つの容器（例えば箱）を接
着して後に分離するような、様々な結合及び組み立て用途に使用することができる。接着
剤層は、例えば、物体の下に配置する緩衝材、防音板材料、振動緩和、及びこれらの組み
合わせのような様々な緩衝及び遮音用途に使用することができる。接着剤層は、容器閉止
（例えば、箱閉止、食品容器閉止、及び飲料容器閉止）、おむつ閉止並びに外科用ドレー
プ閉止を含む様々な閉止用途に使用することができる。接着剤層は、様々な断熱用途に使
用することができる。接着剤層は、液体、蒸気（例えば、水分）及び粉塵用ガスケットの
ような様々な封止用途に使用することができる。接着剤層は、取り外し可能なラベル（例
えば、メモ、値札、及び、容器の識別ラベル）のような様々なラベル及び看板に使用する
ことができる。接着剤層は、様々な医療用途（例えば、包帯、外傷手当て及び病院環境な
どでの医療装置ラベル）に使用することができる。接着剤層は、１つの物体（例えば、花
瓶又は他のワレモノ）を別の物体（例えば、テーブル又は本棚）に締結させるような様々
な締結用途に使用することができる。接着剤層は、ロッキング機構の１つ以上の構成要素
を基材に締結させる（例えば、小児事故防止ロックをキャビネット又はキッチン棚に接着
し得る）ような様々な固定用途に使用することができる。接着剤層は、様々なイタズラ防
止標示用途（例えば、イタズラ防止標示物品）に使用することができる。接着剤層は更に
、様々な他の構成体に組み込むことも可能であり、限定するものではないが構成体として
は、例えば、研磨物品（例えば、サンド処理用）、サンド処理及び艶出し用途のための物
品（例えば、バフ磨きパッド、ディスクパッド、手パッド及び艶出しパッド）、舗装マー
キング物品並びに敷物（例えば、カーペット用裏材）が挙げられる。
【０１１６】
　接着剤層（すなわち、接着テープ又は単層中のもの）は、例えば、テープ、ストリップ
、シート（例えば、穿孔付きシート）、ラベル、ロール、ウェブ、ディスク、及びキット
（例えば、取付用の物体、及び、この物体を取り付けるために使用される接着剤テープ）
などの任意の有用な形態で提供することができる。同様に、複数の接着剤物品を、例えば
、ディスペンサー、袋、箱及び段ボールを含む任意の好適なパッケージで、例えば、テー
プ、ストリップ、シート（例えば、穿孔付きシート）、ラベル、ロール、ウェブ、ディス
ク、キット、スタック、タブレット及びこれらの組み合わせなどの、任意の好適な形態で
提供することができる。
【０１１７】
　光学的に透明な接着テープを有するいくつかの物品では、第二基材が第一基材及び第二
基材の両方を通して見ることができるように、光学的に透明な接着テープを第一基材と第
二基材との間に位置付けることができる。第二基材は、好ましくは、第一基材及び所望に
より透明な引き伸ばし剥離可能な接着テープの両方を通して、歪みなく見ることができる
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。第二基材及び第一基材は、例えば、光学的に連結され得る。本明細書で用いられる用語
「光学的に連結される」とは、第一基材と第二基材との間のあらゆる空隙が除去されるこ
とを意味する。空隙は、基材間の屈折率の不一致をもたらす場合がある。基材の光学的連
結は、多くの場合、輝度の強化及びコントラストの強化をもたらす。更に、基材の連結は
、構造的支持の増加を提供することができる。
【０１１８】
　光学的に透明な引き伸ばし可能な接着テープと組み合わせて使用される基材のうちの少
なくとも１つは、多くの場合、所望により光学的に透明又は透過的であるように選択され
る。基材は、例えば、可撓性、剛性、強度若しくは支持、反射性、反射防止性、偏光性、
又は透過性（例えば、異なる波長に対して選択的に）をもたらすなど、様々な機能を有し
得る。すなわち、基材は可撓性又は剛性であり得、反射性又は非反射性であり得、視覚的
に透明、着色しているが透過性、又は不透明（例えば、非透過性）であり得、及び偏光性
又は非偏光性であり得る。
【０１１９】
　他の例では、結果的に得られる物品は、光学素子であることができ、又は、光学素子を
調製するために使用することができる。本明細書で使用される用語「光学素子」とは、光
学的効果又は光学的用途を有する物品又は構成要素を指す。光学素子は、例えば、電子デ
ィスプレイ投射装置又はアプリケーション、フォトニクス装置又はアプリケーション、あ
るいは、グラフィック装置又はアプリケーションに使用することができる。
【０１２０】
　これらの装置又はアプリケーションのいくつかでは、第一基材及び第二基材は、ディス
プレイ（例えば、電子ディスプレイ）、偏光器、タッチパネル、レンズ、リフレクター、
回折格子、鏡、投射プリズム又は多層光学フィルムの外側層から選択される。代表的な基
材としては、限定はしないが、液晶ディスプレイ、エレクトロウェッティングディスプレ
イ、プラズマディスプレイ、陰極線管、又はタッチセンサーの外側層が挙げられる。
【０１２１】
　より具体的には、第一基材と、第二基材と、第一基材と第二基材との間に配置された引
き伸ばし剥離可能な接着テープと、を含む物品が提供される。第一基材及び第二基材は各
々独立してディスプレイ、偏光器、タッチパネル、レンズ、リフレクター、回折格子、鏡
、投射プリズム又は多層光学フィルムから選択される。引き伸ばし剥離可能な接着テープ
は光学的に透明であり、第一基材を第二基材に連結する。引き伸ばし剥離可能な接着テー
プは、（Ａ）ポリ（アルキレン）コポリマーを含有する裏材層と、（Ｂ）裏材層の第一主
表面に隣接する第一感圧接着剤層及び裏材層の第二主表面に隣接する第二感圧接着剤層で
あって、各感圧接着剤層がアクリルコポリマーと第二アクリル化合物中に分散した又は懸
濁された無機粒子とを含む、第一感圧接着剤層及び第二感圧接着剤層と、（Ｃ）第一基材
及び第二基材のうちの少なくとも１つを超えて延在するツメと、を含む。接着テープは、
破損せずに第一方向に少なくとも５０パーセント引き伸ばし可能である。例えば、接着テ
ープの長さは、破損せずに少なくとも５０パーセント増加することができる。
【０１２２】
　いくつかの用途では、第一基材は、情報ディスプレイ装置の部分である第二基材に連結
された保護層である。保護層は、保護フィルム、ガラスの層、ポリカーボネートの層など
であってよい。保護層は、例えば、情報ディスプレイ装置のカバーレンズとして機能する
ことができる。情報ディスプレイ装置の例としては、液晶ディスプレイ、プラズマディス
プレイ、フロント及びリアプロジェクションディスプレイ、陰極線管及び看板を含む、広
範な表示域構成を有する装置が挙げられる。このような表示域構成を、携帯情報端末、携
帯電話、タッチスクリーン、腕時計、カーナビゲーションシステム、グローバルポジショ
ニングシステム、測深器、計算機、電子書籍、ＣＤ又はＤＶＤプレーヤー、投射型テレビ
スクリーン、コンピュータモニタ、ノートパソコンのディスプレイ、計器、計器パネルカ
バー、又はグラフィックディスプレイのような看板等を含む、種々の持ち運び可能な及び
持ち運びできない情報ディスプレイ装置で使用することができる。いくつかの用途では、
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全ての空隙が除去された剛性カバーとディスプレイ画面との間の結合は、表示される画像
の質を向上することができる。
【０１２３】
　いくつかの特定の用途では、光学的に透明な、引き伸ばし剥離可能な接着テープは、情
報ディスプレイ装置と、ガラス又はポリカーボネートで調製されたカバーレンズとを連結
することができる。すなわち、物品は、次の構成体を有することができる：カバーレンズ
－光学的に透明な、引き伸ばし剥離可能な接着テープ－情報ディスプレイ装置。より具体
的には、物品は、カバーレンズ－第一の光学的に透明な接着剤層－裏材層－第二の光学的
に透明な接着剤層－情報ディスプレイ装置の順序で配列され得る。情報ディスプレイ装置
は、カバーレンズと、光学的に透明な、引き伸ばし剥離可能な接着テープとの両方を通し
て見ることによって目視できる。例えば、第一基材がカバーレンズであり、第二基材が液
晶ディスプレイである場合がある。液晶ディスプレイの外側表面は、多くの場合、偏光器
である。他の例では、第一基材がカバーレンズであり、第二基材が、主にガラスである外
側表面を伴うエレクトロウェッティングディスプレイである場合がある。
【０１２４】
　光学的に透明な接着テープを用いて、２つより多くの基材を１つに連結することができ
る。すなわち、物品は、２つより多くの基材及び２つ以上の光学的に透明な接着テープを
含むことができる。例えば、物品は、第一基材－第一の光学的に透明な、引き伸ばし剥離
可能な接着テープ－第二基材－第二の光学的に透明な、引き伸ばし剥離可能な接着テープ
－第三基材という順序で配列され得る。より具体的には、物品は、第一基材－第一の光学
的に透明な接着剤層－第一裏材層－第二の光学的に透明な接着剤層－第二基材－第三の光
学的に透明な接着剤層－第二裏材層－第四の光学的に透明な接着剤層－第三基材という順
序で配列されることになる。第三基材は、第一基材、第一の光学的に透明な接着剤層、第
二基材、及び第二の光学的に透明な接着剤層を通して見ることによって目視することがで
きる。例えば、第一基材はカバーレンズである場合があり、第二基材はタッチパネルであ
る場合があり、第三基材は液晶ディスプレイのような情報ディスプレイ装置である場合が
ある。タッチパネルは、多くの場合、ガラス、ポリエステル、又はインジウムスズ酸化物
の外側表面を有する。
【０１２５】
　あるいは、光学的に透明な、引き伸ばし剥離可能な接着テープを用いて２つの基材を１
つに連結し、別の光学的に透明な接着剤を用いて追加的な基材を接合することができる。
例えば、物品は、第一基材－光学的に透明な接着剤－第二基材－光学的に透明な、引き伸
ばし剥離可能な接着テープ－第三基材という順序で配列され得る。具体的な例として、第
一基材はカバーレンズである場合があり、第二基材はタッチパネルである場合があり、第
三基材は液晶ディスプレイのような情報ディスプレイ装置である場合がある。この実施形
態は、情報ディスプレイ装置をほかの物品に連結するためだけに、引き伸ばし剥離可能な
接着テープを使用する。より安価な構成要素は、引き伸ばし剥離可能でない接着剤を使用
して連結することができる。
【０１２６】
　他の用途では、基材の少なくとも１つは光学フィルムである。任意の好適な光学フィル
ムを物品に使用することができる。本明細書で使用するとき、用語「光学フィルム」は、
光学的効果を生み出すために使用できるフィルムを指す。光学フィルムは通常、単層又は
複層であり得る、ポリマー含有フィルムである。いくつかの光学フィルムは、異なる屈折
率を有するポリマー材質を交互に重ねた層を有する。他の光学フィルムは、ポリマー層と
金属含有層とを交互に重ねた層を有する。光学フィルムは可撓性であり、好適な任意の厚
さにすることができる。光学フィルムは、多くの場合、電磁スペクトルの一部の波長（例
えば、電磁スペクトルの可視紫外線範囲、赤外線範囲の波長、又は無線周波数範囲）に対
して、少なくとも部分的に透過性、反射性、反射防止性、偏光性、光学的に透明、又は拡
散性である。代表的な光学フィルムには、可視光鏡面フィルム、カラー鏡面フィルム、太
陽光反射フィルム、赤外線反射フィルム、紫外線反射フィルム、反射偏光フィルム（輝度
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上昇フィルム及びデュアル輝度上昇フィルムを含む）、吸収性偏光フィルム、光学的に透
明なフィルム、色つきフィルム、及び反射防止性フィルムが挙げられるが、これらに限定
されない。代表的な光学フィルムについては、米国特許第６，０４９，４１９号（Ｗｈｅ
ａｔｌｅｙら）、同第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚａら）、同第６，０４９，４１９
号（Ｗｈｅａｔｌｅｙら）、米国再発行特許第３４，６０５号（Ｓｃｈｒｅｎｋら）、同
第５，５７９，１６２号（Ｂｊｏｒｎａｒｄら）、及び同第５，３６０，６５９号（Ａｒ
ｅｎｄｓら）に更に説明されている。
【０１２７】
　引き伸ばし剥離可能な接着テープに又は感圧接着剤層に連結した２つの基材を含む物品
は、耐久性であることができる。本明細書で使用するとき、用語「耐久性である」とは、
物品を高い温度（例えば、少なくとも５０℃、少なくとも６０℃、少なくとも７０℃、少
なくとも８０℃又は少なくとも８５℃）及び湿度条件（例えば、少なくとも７０パーセン
トの相対湿度、少なくとも７５パーセントの相対湿度、少なくとも８０パーセントの相対
湿度、少なくとも８５パーセントの相対湿度又は少なくとも９０パーセントの相対湿度）
に層間剥離させることなく曝すことができることを意味する。高い温度及び相対湿度の条
件を少なくとも１日間、少なくとも２日間、少なくとも３日間、少なくとも４日間、少な
くとも５日間、少なくとも６日間、又は少なくとも７日間、維持することができる。例え
ば、物品を、６０℃及び９０パーセントの相対湿度、又は、８５℃及び８５パーセントの
相対湿度のような条件に１週間、層間剥離させることなく曝すことができる。接着テープ
が光学的に透明な多くの実施形態では、接着テープは、高い温度及び湿度条件に曝露され
た後でさえ光学的に透明に維持される。例えば、曇り価は５以下に維持することができ、
視感透過率は少なくとも９０パーセントであることができる。好ましくは、高い温度及び
湿度条件に曝されることにより物品内に気泡は形成されず、光学的歪みも生じない。
【０１２８】
　つまり、アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁されたシリカ粒子などの無機粒子と
共に架橋されたアクリルコポリマーを含む感圧接着剤層は、典型的には、ほとんど又は全
く残渣を残さずに、取り外す（脱着する）ことができる。すなわち、接着剤層の取り外し
の後、基材に接着剤はない又は実質的にない。例えば、接着剤層は、ガラス基材に少なく
とも１週間又は少なくとも４週間のような長期間にわたって接着していた後に、ガラス基
材に接着剤がない又は実質的にないように取り外すことができる。本明細書で使用すると
き、用語「ない」は、接着剤残渣に関する場合、残留等級が、図５Ａにおいて示されるよ
うに、ゼロであることを意味する。本明細書で使用するとき、用語「実質的にない」は、
接着剤残渣に関する場合、残留等級が、図５Ｂにおいて示されるように、１であることを
意味する。対照的に、シリカ粒子などの任意の無機粒子の不在下でアクリルコポリマーか
ら調製される感圧接着剤層は、多くの場合、ガラスなどの基材に接着した後に、きれいに
は剥離しない。多くの場合、接着テープは、取り外しを試みた際に破損し、接着剤はかな
りの残渣（例えば、貼着性片）を残し、あるいは、基材は、時間の経過と共に接着性が構
築される（すなわち、接着性が増加する）ことに起因して取り外しプロセスにより損傷を
受ける。少なくともいくつかの実施形態では、アクリルコポリマー中に分散した又は懸濁
された無機粒子を含有する接着剤層は、無機粒子なしの比較可能な接着剤層と比べて、有
意に高い静的荷重剪断特性を呈する。
【０１２９】
　加えて、接着テープ又は感圧接着剤層は、好ましくは、高い温度及び湿度条件に曝露さ
れたときに黄変しない。すなわち、接着テープは、長期間にわたって紫外線に対する抵抗
性を有することができる。なお更に、接着テープは、湿気に曝露される条件下で使用する
ことができる。接着剤は、多くの場合、屋内及び屋外両方の用途に使用することができる
。
【０１３０】
　両面接着テープは、２つの基材に接着した後に（すなわち、接着テープは２つの基材間
に位置づけることができる）、接着テープの裏材層及び接着剤層を引き伸ばすことによっ
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て、一方又は両方の基材から剥離することができる。剥離された後、接着テープを２つの
基材の間から取り外し、基材を互いに分離することができる。接着テープは、第二感圧接
着剤を第二基材から完全に剥離する前に、第一感圧接着剤層を第一基材から剥離できるよ
うに構成することができる。すなわち、接着テープは、第一基材から、及び第二基材から
の制御された順序の剥離を提供するように構成することができる。これは、多くの場合、
第一感圧接着剤と第二感圧接着剤の中に含まれるアクリルコポリマーの組成物を変化させ
ることによって達成することができる。あるいは、これは、米国特許第６，００１，４７
１号（Ｂｒｉｅｓら）に記載されているように、感圧接着剤層の１つに非接着域を有する
ことによって達成することができる。
【０１３１】
　いくつかの用途では、接着テープは、２つの基材の連結に欠陥がある場合に、引き伸ば
しによって剥離することができる。製作中の欠陥は、２つの基材の不整合、２つの基材間
への気泡の入り込み、又は模様若しくは皺の形成の結果である場合がある。あるいは、基
材は、基材のうち少なくとも１つを再使用できるように分離することができる。典型的に
、引き伸ばし剥離接着テープは、基材間から、視認できる接着剤残渣をどちらの基材にも
残さず又はほとんど残さずに、きれいに取り外すことができる。加えて、引き伸ばし剥離
接着テープは、通常、いずれの基材の外観、機能、又は性能も損なわずに取り外すことが
できる。接着テープは引き伸ばしによって取り外すことができるが、接着テープは、引き
伸ばされるまでは高荷重のせん断粘着力を提供することができる。
【０１３２】
　また、装置の耐用期間にわたって、交換又はリサイクルのために基材のうちの１つを取
り外すことが望まれる場合は、基材間の接着テープを引き伸ばし剥離することによって２
つの基材を分離することができる。それらの基材は、いずれの基材も損なわずに分離する
ことができる。これは、基材の一方又は両方を損なう場合のある応力レベルを典型的に導
入する他の多くの分離方法に勝る利点である。そのような分離は、多くの既知の感圧接着
剤では非常に困難である場合がある。
【０１３３】
　いくつかの用途では、引き伸ばし剥離プロセスを助けるために巻き取り用具を使用して
、２つの基材間からの接着テープの取り外しを促進することが望ましい場合がある。その
ような巻き取り用具は、接着テープのツメを付着させる円筒のような、ごく単純なもので
ある場合がある。巻き取り用具を回転し、接着テープが引き伸ばされるにつれて巻き取ら
れるようにすることができる。そのようなプロセスでは、十分な幅の電動ローラーを用い
て機械化することにより、ツメの全幅を同時にかつ滑らかに引いて、ゼロ度剥離によって
基材から接着テープを取り外すことができる。機械化された装置により接着テープに付加
される応力及びひずみ率を制御することによって、裏材層を引き裂かずに、かつ基材に接
着剤残渣を一切残さずに、接着テープを剥離及び取り外しすることができる。機械化のア
プローチは、大型の電子ディスプレイ又はグラフィックのような大きい基材を分離する場
合に特に有利であろう。真空操作装置を用いて、分離する工程中の基材を持ち上げ、支持
することができる。真空操作用具で基材を固定することにより、２つの基材間からの接着
テープの剥離及び取り外しを阻止又は妨害し得る追加的な圧縮力を接着テープに与えずに
基材を固定することができるまた、真空操作用具を用いて、接着テープの取り外し後に損
傷なく基材を回収することができる。
【実施例】
【０１３４】
　これらの実施例は、例示のためだけのものであり、添付の特許請求の範囲を限定するこ
とを意味しない。別段の記載のない限り、実施例及びこれ以降の明細書に記載される部、
百分率、及び比率は全て、重量に基づく。用いた溶媒及びその他の試薬は、別段の記載の
ない限り、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｌｗ
ａｕｋｅｅ，ＷＩ）から入手した。
【０１３５】
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【表１】

【０１３６】
　試験手順
　１８０°剥離接着試験方法
　試料は、ＡＳＴＭ　Ｄ３３３０／Ｄ３３３０Ｍ－０４、「角度１８０°での感圧テープ
の剥離接着のための標準試験方法（Standard Test Method for Peel Adhesion of Pressu
re-Sensitive Tape at180° Angle）」に従って、ガラス基材上で試験方法Ｅに従って試
験される。
【０１３７】
　静的剪断試験方法
　静的剪断力は、ＡＳＴＭ　Ｄ３６５４－８２、名称「感圧テープの保持力（Holding Po
wer of Pressure-Sensitive Tapes）」の方法（以下の変更を行った）にしたがって決定
した。剥離ライナー（単一又は複数）が存在する場合、それを試験用サンプルから取り外
す。寸法０．５ｉｎ（インチ）×０．５ｉｎ（１．２７ｃｍ（センチメートル）×１．２
７ｃｍ）を有する試験試料は、７２°Ｆ（すなわち、２２℃）及び相対湿度５０％で、１
５ｌｂ（６．８ｋｇ）の手持ちローラーを試料の長さにわたって１２ｉｎ／分（３０．４
８ｃｍ／分）の速度で２回、通過させることによって、接着剤組成物を介して試験基材に
接着させる。０．７５ｉｎ×４ｉｎ（１．９１ｃｍ×１０．１６ｃｍ）の寸法を有する金
属蒸着ポリエステルフィルムを、負荷物を取り付ける目的のために接着試験用サンプルの
片面に接着する。
【０１３８】
　試験試料は、試験基材上で２２℃及び相対湿度５０％において１時間放置させた後、金
属蒸着ポリエステルフィルムに１ｋｇの重りを適用する。破損するまでの時間（分）を記
録して、試験用サンプル全てについて、標準検査法の第１０．１章の手順Ａ及びＣにした
がって算出される平均値を報告する。６個のサンプルを試験して、６個のサンプルが破損
するまでの平均時間と各サンプルの（存在する場合は）破損モードを記録する。６個の試
料のうち少なくとも１つが、試験終了時に破損しなかった場合、値に、「～よりも大きい
」という記号（すなわち、＞）を付けて報告する。
【０１３９】
　剥離力試験方法
　標準的可変角度剥離治具を改良して、ＩＭＡＳＳ接着性試験機（Ｉｍａｓｓ，Ｉｎｃ．
，Ｈｉｎｇｈａｍ，ＭＡ）と共に使用して、試験用表面に接着した接着テープの低角度剥
離力を測定する。ジグは、１枚の２ｉｎ×１２ｉｎ（５．０８ｃｍ×３０．５ｃｍ）基材
をしっかりと保持することができる。ジグをＩＭＡＳＳのプラテンに固定する。１枚の５
／８ｉｎ×２．７５ｉｎ（１．５９ｃｍ×６．９９ｃｍ）試験試料は、５／８ｉｎ×２ｉ



(34) JP 5671478 B2 2015.2.18

10

20

30

40

50

ｎ（１．５９ｃｍ×５．０８ｃｍ）の接合面積を提供するために、対象基材に接着させる
。試験試料は、ＩＭＡＳＳ試験機に固定するための、５／８ｉｎ×３／４ｉｎ（１．５９
ｃｍ×１．９１ｃｍ）の非接着ツメを有する。１．５９ｃｍ×５．０８ｃｍ×１／１６ｉ
ｎ（０．１６ｃｍ）高衝撃ポリスチレン平面ピースは、試験用サンプルの、基材と反対側
の面に結合している。試験試料を次に、相対湿度５０％及び２２．２℃の条件下で２４時
間にわたって調湿し、次に、３０ｉｎ／分（７６．２ｃｍ／分）の剥離速度及び２°の剥
離角度にて剥離する。基材からの取り外しのために裏材を引き伸ばすのに必要とされる平
均剥離力を、幅５／８ｉｎ当たりのオンス（Ｎ／メートル）の単位で記録する。各基材に
ついて３回の測定を行い、結果を平均する。
【０１４０】
　きれいな除去可能性の試験法
　基材の表面を目視検査して、基材表面の試験面積上に残っている接着剤残渣量を観測し
て記録し、図５に示しているように等級付けする。図５Ａは、きれいな取り外し及びゼロ
等級を例示する。図５Ｂは、非常にわずかなＰＳＡ残渣及び１等級を例示する。図５Ｃは
、わずかなＰＳＡ残渣及び２等級を例示する。図５Ｄは、中程度のＰＳＡ残渣及び３等級
を例示する。図５Ｆは、重度のＰＳＡ残渣及び４等級を例示する。図５Ｇは、裏材層の破
断及び５等級を例示する。
【０１４１】
　厚み測定法
　サンプルの厚さは、小野測器（Ono Soki）ＳＴ－０２２デジタルゲージを用いて測定す
る。サンプル全域にわたってランダムな位置で複数回測定を行い、平均厚さをインチ（ｉ
ｎ）単位で記録する。
【０１４２】
　感圧接着剤組成物（前駆体組成物）の調製
　感圧接着剤組成物１（ＰＳＡ１）
　ガラス製反応用ボトルの中に１０２．３８グラムのアクリル酸イソオクチル、４７．２
５グラムのメチルアクリレート、７．８８グラムの精製アクリル酸、２９２．５グラムの
エチルアセテート及び０．３１５グラムの熱反応開始剤１（ＶＡＺＯ　６７）を配置した
。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封し
た。反応用ボトルを６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１
５５．９グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤
組成物は、２４．９％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６６１ｄＬ／ｇ（グラム
当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１４３】
　感圧接着剤組成物２（ＰＳＡ２）
　ガラス製反応用ボトルの中に１０２．３８グラムのアクリル酸イソオクチル、４７．２
５グラムのメチルアクリレート、７．８８グラムの精製アクリル酸、７．８８グラムのヒ
ュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテート及
び０．３１５グラムの熱反応開始剤１（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び
内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを
６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．９グラムのエ
チルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２７．０
％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６６１ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリット
ル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１４４】
　感圧接着剤組成物３（ＰＳＡ３）
　ガラス製反応用ボトルの中に１９８．８１グラムのアクリル酸イソオクチル、１２．６
９グラムの精製アクリル酸、２３８．５グラムのエチルアセテート及び０．４２３グラム
の熱反応開始剤Ｉを配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素にて２
分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６０℃の槽に配置し、そこで２４時間
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にわたって混転させた。更に２５５．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、
希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２９．１％に相当する固形分含有量及び固有粘
度１．６９５ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を
有すると測定された。
【０１４５】
　感圧接着剤組成物４（ＰＳＡ４）
　ガラス製反応用ボトルの中に１９８．８１グラムのアクリル酸イソオクチル、１２．６
９グラムの精製アクリル酸、２１．１５グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ
９７２）、２３８．５グラムのエチルアセテート及び０．４２３グラムの熱反応開始剤１
（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素で２
分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６０℃の槽に配置し、そこで２４時間
にわたって混転させた。更に２５５．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、
希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２９．１％に相当する固形分含有量及び固有粘
度１．５４１ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を
有すると測定された。
【０１４６】
　感圧接着剤組成物５（ＰＳＡ５）
　ガラス製反応用ボトルの中に９２．１２グラムのアクリル酸イソオクチル、１．８８グ
ラムの精製アクリル酸、７．０５グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２
）、１０６．０グラムのエチルアセテート及び０．１８８グラムの熱反応開始剤１（ＶＡ
ＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわ
たってパージし、密封した。反応用ボトルを５７℃の槽に配置し、そこで２４時間にわた
って混転させた。更に１７６．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、希釈し
た。得られた感圧接着剤組成物は、２６．０％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．
４２９ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を有する
と測定された。
【０１４７】
　感圧接着剤組成物６（ＰＳＡ６）
　ガラス製反応用ボトルの中に９２．１２グラムのアクリル酸イソオクチル、１．８８グ
ラムの精製アクリル酸、１１．７５グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７
２）、１０６．０グラムのエチルアセテート及び０．１８８グラムの熱反応開始剤１（Ｖ
ＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素にて２分
にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを５７℃の槽に配置し、そこで２４時間に
わたって混転させた。更に１７６．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、希
釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２６．４％に相当する固形分含有量及び固有粘度
１．１６６ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を有
すると測定された。
【０１４８】
　感圧接着剤組成物７（ＰＳＡ７）
　ガラス製反応用ボトルの中に８４．６０グラムのアクリル酸イソオクチル、９．４０グ
ラムの精製アクリル酸、７．０５グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２
）、１０６．０グラムのエチルアセテート及び０．１８８グラムの熱反応開始剤１（ＶＡ
ＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素にて２分に
わたってパージし、密封した。反応用ボトルを５７℃の槽に配置し、そこで２４時間にわ
たって混転させた。更に１７６．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、希釈
した。得られた感圧接着剤組成物は、２５．８％に相当する固形分含有量及び固有粘度１
．４３６ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を有す
ると測定された。
【０１４９】
　感圧接着剤組成物８（ＰＳＡ８）
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　ガラス製反応用ボトルの中に８４．６０グラムのアクリル酸イソオクチル、９．４０グ
ラムの精製アクリル酸、１１．７５グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７
２）、１０６．０グラムのエチルアセテート及び０．１８８グラムの熱反応開始剤１（Ｖ
ＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分間
パージし、密封した。反応用ボトルを５７℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混
転させた。更に１７６．０グラムのエチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得
られた感圧接着剤組成物は、２６．２％に相当する固形分含有量及び固有粘度０．９８１
ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定
された。
【０１５０】
　感圧接着剤組成物９（ＰＳＡ９Ａ及び９Ｂ）
　２個のガラス製反応用ボトル各々の中に８８．３６グラムのアクリル酸イソオクチル、
５．６４グラムの精製アクリル酸、９．４０グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ
　Ｒ９７２）、１０６．０グラムのエチルアセテート及び０．１８８グラムの熱反応開始
剤１（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リットルの窒素
で２分にわたってパージし、密封した。ボトル９Ａを５７℃の槽に配置し、そこで２４時
間にわたって混転させ、ボトル９Ｂを６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混
転させた。更に１７６．０グラムのエチルアセテートを各組成物に添加して、希釈した。
得られた感圧接着剤組成物９Ａ及び９Ｂは、各々、２６．１％及び２６．３％に相当する
固形分含有量及び固有粘度１．４２８及び１．０４９ｄＬ／ｇ（グラム当たりデシリット
ル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５１】
　感圧接着剤組成物１０（ＰＳＡ１０）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１５８．２１グラムのアクリル酸イソオクチル、１３．
７６グラムの精製アクリル酸、２２８．０グラムのエチルアセテート及び０．２６グラム
の熱反応開始剤ＩＩ（ＶＡＺＯ　６４）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１
リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６０℃の槽に配置
し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に２８８グラムのエチルアセテートを組成
物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２４．８６％に相当する固形分
含有量及び固有粘度１．２９３ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテ
ート中で測定）を有すると測定された。
【０１５２】
　感圧接着剤組成物１１（ＰＳＡ１１）
　ガラス製の反応用ボトルの中に４４．５４グラムのアクリル酸イソオクチル、２０．５
６グラムのメチルアクリレート、４．９０グラムの精製アクリル酸、７．０グラムのヒュ
ームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、１３０．０グラムのエチルアセテート及び
０．１４０グラムの熱反応開始剤１（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内
容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６
０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１１１．１グラムのエチ
ルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２３．１５
％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．５６０ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリット
ル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５３】
　感圧接着剤組成物１２（ＰＳＡ１２）
　ガラス製の反応用ボトルの中に４４．５４グラムのアクリル酸イソオクチル、２０．５
６グラムのメチルアクリレート、４．９０グラムの精製アクリル酸（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能）、１４．０グラムのヒュームドシリカ（ＡＥＲ
ＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、１３０．０グラムのエチルアセテート及び０．１４０グラムの熱
反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１リット
ルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６０℃の槽に配置し、そ
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こで２４時間にわたって混転させた。更に１１１．１グラムのエチルアセテートを組成物
に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２５．１４％に相当する固形分含
有量及び固有粘度１．５７０ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルアセテー
ト中で測定）を有すると測定された。
【０１５４】
　感圧接着剤組成物１３（ＰＳＡ１３）
　ガラス製の反応用ボトルの中に８９．０８グラムのアクリル酸イソオクチル、４１．１
２グラムのメチルアクリレート、９．８０グラムの精製アクリル酸、２１．０グラムのヒ
ュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２６０．０グラムのエチルアセテート及
び０．２８０グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び
内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを
６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に２２２．２グラムのエ
チルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２４．２
９％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６８０ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリッ
トル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５５】
　感圧接着剤組成物１４（ＰＳＡ１４）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１５５．６６グラムのアクリル酸イソオクチル、１３．
５４グラムの精製アクリル酸、１９０．８グラムのエチルアセテート及び０．３３８グラ
ムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び内容物を、毎分１
リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを６０℃の槽に配置
し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に３１９．０グラムのエチルアセテートを
組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２４．３６％に相当する固
形分含有量及び固有粘度１．６３７ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリットル）（エチルア
セテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５６】
　感圧接着剤組成物１５（ＰＳＡ１５）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１０４．５３グラムのアクリル酸イソオクチル、４８．
２４グラムのメチルアクリレート、４．７３グラムの精製アクリル酸、７．９グラムのヒ
ュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテート及
び０．３１５グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及び
内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトルを
６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．７グラムのエ
チルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２６．０
１％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．５６９ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリッ
トル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５７】
　感圧接着剤組成物１６（ＰＳＡ１６）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１０４．５３グラムのアクリル酸イソオクチル、４８．
２４グラムのメチルアクリレート、４．７３グラムの精製アクリル酸、２３．６グラムの
ヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテート
及び０．３１５グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及
び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトル
を６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．７グラムの
エチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２７．
７９％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．５６９ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリ
ットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５８】
　感圧接着剤組成物１７（ＰＳＡ１７）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１００．２２グラムのアクリル酸イソオクチル、４６．
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２６グラムのメチルアクリレート、１１．０３グラムの精製アクリル酸、７．９グラムの
ヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテート
及び０．３１５グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及
び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトル
を６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．７グラムの
エチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２６．
２１％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６４２ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリ
ットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１５９】
　感圧接着剤組成物１８（ＰＳＡ１８）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１００．２２グラムのアクリル酸イソオクチル、４６．
２６グラムのメチルアクリレート、１１．０３グラムの精製アクリル酸、２３．６グラム
のヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテー
ト及び０．３１５グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル
及び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボト
ルを６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．７グラム
のエチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２８
．１３％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６４２ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシ
リットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１６０】
　感圧接着剤組成物１９（ＰＳＡ１９）
　ガラス製の反応用ボトルの中に１０２．３８グラムのアクリル酸イソオクチル、４７．
２５グラムのメチルアクリレート、７．８８グラムの精製アクリル酸、１５．８グラムの
ヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）、２９２．５グラムのエチルアセテート
及び０．３１５グラムの熱反応開始剤Ｉ（ＶＡＺＯ　６７）を配置した。反応用ボトル及
び内容物を、毎分１リットルの窒素で２分にわたってパージし、密封した。反応用ボトル
を６０℃の槽に配置し、そこで２４時間にわたって混転させた。更に１５５．７グラムの
エチルアセテートを組成物に添加して、希釈した。得られた感圧接着剤組成物は、２７．
０８％に相当する固形分含有量及び固有粘度１．６２０ｄＬ／ｇ（グラム当たりのデシリ
ットル）（エチルアセテート中で測定）を有すると測定された。
【０１６１】
　裏材層の調製
　裏材層１
　ＸＭＡＸ　１６１．１４は、Ｐｌｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｃｈｉｐｐｅｗ
ａ　Ｆａｌｌｓ，ＷＩ）で製造される１．８ミル（４５．７マイクロメートル）の線状低
密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）フィルムの商品名である。フィルム層を１９０°Ｆ（８
８℃）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）の積層圧にて加熱積層したところ、およそ５ミル
（１２７マイクロメートル）の厚さを生じた。ＬＬＤＰＥは、エテンとオクテンとのコポ
リマーである。フィルムの両面を、接着剤の積層前に、米国特許第５，６７７，３７６号
（Ｇｒｏｖｅｓ）の実施例１５に従って調製した化学プライマーで処理した。
【０１６２】
　裏材層２
　ＦｌｅｘＳｏｌ　Ｌｏｔ　ＥＲ２７６０３７は、ＦｌｅｘＳｏｌ　Ｐａｃｋａｇｉｎｇ
　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｓｔａｔｅｓｖｉｌｌｅ，ＮＣ）で製造される４．９ミル（
１２４．５マイクロメートル）の線状低密度ポリエチレンフィルムである。フィルムの両
面を、接着剤の積層前に、米国特許第５，６７７，３７６号（Ｇｒｏｖｅｓ）の実施例１
５に従って調製した化学プライマーで処理した。
【０１６３】
　裏材層３
　３６ミル（９１４マイクロメートル）の多層複合発泡積層体裏材は、０．００４６ｃｍ
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（１．８０ミル）の厚さの線状低密度ポリエチレンフィルムの２片の間に積層された、６
ポンド毎立方フィート（９６．１ｇ／Ｌ）の密度を有するポリエチレンビニルアセテート
コポリマー発泡体を含んだ。複合発泡積層体のフィルム層を、接着剤の積層前に、米国特
許第５，６７７，３７６号（Ｇｒｏｖｅｓ）の実施例１５に従って調製した化学プライマ
ーで処理する。
【０１６４】
　剥離ライナー
　ＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８６剥離ライナーは、２枚の１１．５ポンド（５．２ｋｇ
）高密度ポリエチレンコロナ処理フィルム層（その１つは、つや消し仕上げを含み、その
他のものはつや仕上げを含む）（Ｌｏｐａｒｅｘ，Ｗｉｌｌｏｗｂｒｏｏｋ，Ｉｌｌｉｎ
ｏｉｓ）の間に挟み込まれた、３５ポンド（１５．９ｋｇ）の漂白されたクラフト紙であ
る。マット仕上げのポリエチレンフィルム層の曝露面は、Ｑ２－７７８６フルオロシリコ
ーンポリマー（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａ
ｎ）と、Ｑ２－７５６０架橋剤（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．）と、プラチナ系
触媒（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．）との反応生成物をおよそ２．５グラム毎平
方メートル（ｇｓｍ）含み、つや仕上げポリエチレンフィルム層の曝露面は、Ｑ２－７７
８５フルオロシリコーンポリマー（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．）と、Ｑ２－７
５６０架橋剤と、プラチナ触媒との反応生成物をおよそ１．５グラム含む。
【０１６５】
　実施例Ｃ１、２、Ｃ３及び４
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物１及び２に添加し、３０分にわたって混合するこ
とにより、感圧接着剤層を調製した。次に、各接着剤を、ラボラトリーナイフコーターを
用いて、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対流オ
ーブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続いて、各感圧
接着剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃｍ
／分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層１の各面上に乾燥積
層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１６６】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例１～４の各引き伸
ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度特性
を、表１に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは接着剤
層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例１～４の各引き伸ばし剥離接着ストリ
ップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を、表２に記
載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／メートル）である）
を、２４時間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．６２５インチ幅当
たりのオンス（Ｎ／メートル）である）及び残渣Ｂを、７日間の１２０°Ｆ（４９℃）で
の滞留後に測定した。
【０１６７】
　実施例Ｃ１及びＣ３は、比較例である。実施例２及び４は、実施例である。
【０１６８】
【表２】

【０１６９】
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【表３】

【０１７０】
　実施例Ｃ５、６、Ｃ７及び８
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物３及び４に添加し、３０分にわたって混合するこ
とにより、感圧接着剤層を調製した。次に、各接着剤を、ラボラトリーナイフコーターを
用いて、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対流オ
ーブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤層を乾燥させた。続いて、各感
圧接着剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃ
ｍ／分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層Ｉの各面上に乾燥
積層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１７１】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例５～８の各引き伸
ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度特性
を、表３に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは接着剤
層の曝露面で測定される。ガラスに対する実施例５～８の各引き伸ばし剥離接着ストリッ
プ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を、表４に記載
する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／メートル）である）を
、２４時間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．６２５インチ幅当た
りのオンス（Ｎ／メートル）である）及び残渣Ｂを、７日間の１２０°Ｆ（４９℃）での
滞留後に測定した。
【０１７２】
　実施例Ｃ５及びＣ７は、比較例である。実施例６及び８は、実施例である。
【０１７３】
【表４】

【０１７４】
【表５】

【０１７５】
　実施例９～１７
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物５～９に添加し、３０分にわたって混合すること
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により、感圧接着剤層を調製した。次に、各接着剤を、ラボラトリーナイフコーターを用
いて、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対流オー
ブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤層を乾燥させた。続いて、各感圧
接着剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃｍ
／分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層ＩＩの各面上に乾燥
積層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１７６】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例９～１７の各引き
伸ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度特
性を、表５に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは接着
剤層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例９～１７の各引き伸ばし剥離接着ス
トリップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を、表６
に記載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル
）である）を、２４時間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．６２５
インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル）である）及び残渣Ｂを、７日間の１２０
°Ｆ（４９℃）での滞留後に測定した。
【０１７７】
　実施例９～１７は、実施例である。
【０１７８】
【表６】

【０１７９】
【表７】

【０１８０】
　実施例１８、１９、Ｃ２０及びＣ２１
　まず、ヒュームドシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２）を０、８、１０及び１２重量％
の添加濃度で混合しながら添加し、続いて、ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物１０に
添加し、３０分にわたって混合することにより、感圧接着剤層を調製した。強制対流オー
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ブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続いて、各感圧接
着剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃｍ／
分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層Ｉの各面上に乾燥積層
して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１８１】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例１８～２１の各引
き伸ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度
特性を、表７に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは接
着剤層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例１８～２１の各引き伸ばし剥離接
着ストリップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を、
表８に記載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメー
トル）である）を、２４時間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．６
２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル）である）及び残渣Ｂを、７日間の１
２０°Ｆ（４９℃）での滞留後に測定した。
【０１８２】
　実施例１８～２０は実施例であり、Ｃ２１は比較例である。
【０１８３】
【表８】

【０１８４】
【表９】

【０１８５】
　実施例２２～２６
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物１１、１２及び１３に添加し、３０分にわたって
混合することにより、感圧接着剤フィルムを調製した。各接着剤を、ラボラトリーナイフ
コーターを用いて、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。
強制対流オーブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続い
て、各感圧接着剤層を、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５
ｃｍ／分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層Ｉの各面上に乾
燥積層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１８６】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例２２～２６の各引
き伸ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度
特性を、表９に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは接
着剤層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例２２～２６の各引き伸ばし剥離接
着ストリップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を、
表１０に記載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメ
ートル）である）を、２４時間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．
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１２０°Ｆ（４９℃）での滞留後に測定した。
【０１８７】
　実施例２２～２６は、実施例である。
【０１８８】
【表１０】

【０１８９】
【表１１】

【０１９０】
　実施例Ｃ２７、２８、２９及び３０
　まず、エアロゲルシリカ粒子を０、８、１０及び１２重量％の添加濃度で混合しながら
添加し、続いて、ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物１４に添加し、３０分にわたって
混合することにより、感圧接着剤層を調製した。各接着剤を、ラボラトリーナイフコータ
ーを用いて、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対
流オーブン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続いて、各
感圧接着剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５
ｃｍ／分）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層Ｉの各面上に乾
燥積層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１９１】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例２７～３０の各引
き伸ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度
特性を、表１１に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは
接着剤層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例２７～３０の各引き伸ばし剥離
接着ストリップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り外せるかの等級及び静的剪断特性を
、表１２に記載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチ
メートル）である）を、４週間の周囲条件での滞留後に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．
６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル）である）及び残渣Ｂを、４週間の
１２０°Ｆ（４９℃）での滞留後に測定した。
【０１９２】
　実施例Ｃ２７は比較例であり、実施例２８～３０は実施例である。
【０１９３】
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【表１２】

【０１９４】
【表１３】

【０１９５】
　実施例３１～３５
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物１５～１９に添加し、３０分にわたって混合する
ことにより、感圧接着剤層を調製した。各接着剤を、ラボラトリーナイフコーターを用い
て、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対流オーブ
ン内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続いて、各感圧接着
剤フィルムを、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃｍ／分
）及び２５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層ＩＩＩの各面上に乾燥積
層して、剥離ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１９６】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例３１～３５の各引
き伸ばし剥離接着剤組成物の感圧接着剤組成、乾燥接着剤フィルム厚さ及び剥離接着強度
特性を、表１３に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、剥離接着強度Ｂは
接着剤層の曝露面で測定される。
【０１９７】
【表１４】

【０１９８】
　実施例Ｃ３６、３７、３８及び３９
　ビスアミド架橋剤を感圧接着剤組成物９に添加し、３０分にわたって混合することによ
り、感圧接着剤フィルムを調製した。各接着剤を、ラボラトリーナイフコーターを用いて
、剥離ライナーのフルオロシリコーン処理表面上にコーティングした。強制対流オーブン
内にて７０℃でおよそ１０分にわたって、各接着剤を乾燥させた。続いて、各感圧接着剤
層を、ラボラトリーラミネーターを用いて、１２インチ毎分（３０．５ｃｍ／分）及び２
５ｐｓｉ（１７２ｋＰａ）ニップ圧で操作して、裏材層Ｉの各面上に乾燥積層して、剥離
ライナーで覆われた接着剤層を有する接着テープを形成した。
【０１９９】
　次いで、試験ストリップを、接着テープからダイカットした。実施例Ｃ３６、３７、３
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及び剥離接着強度特性を、表１４に記載する。剥離接着強度Ａはライナー面で測定され、
剥離接着強度Ｂは接着剤層の曝露面で測定される。ガラスに対する、実施例Ｃ３６、３７
、３８及び３９の各引き伸ばし剥離接着ストリップ構成体の剥離力、残渣がきれいに取り
外せるかの等級及び静的剪断特性を、表１５に記載する。剥離力Ａ（単位は０．６２５イ
ンチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル）である）を、７日間の周囲条件での滞留後
に測定した。剥離力Ｂ（単位は０．６２５インチ幅当たりのオンス（Ｎ／センチメートル
）である）及び残渣Ｂを、７日間の１２０°Ｆ（４９℃）での滞留後に測定した。静的剪
断試験試料を、試験基材上で２２℃及び相対湿度５０％において５日にわたって滞留させ
、その後、金属蒸着ポリエステルフィルムに１ｋｇの重りを適用した。
【０２００】
　実施例３７～３９は実施例であり、Ｃ３６は比較例である。
【０２０１】
【表１５】

【０２０２】
【表１６】



(46) JP 5671478 B2 2015.2.18

【図１ａ】 【図１ｂ】

【図２ａ】 【図２ｂ】



(47) JP 5671478 B2 2015.2.18

【図２ｃ】 【図３ａ】

【図３ｂ】 【図４ａ】



(48) JP 5671478 B2 2015.2.18

【図４ｂ】 【図５ａ】

【図５ｂ】 【図５ｃ】



(49) JP 5671478 B2 2015.2.18

【図５ｄ】 【図５ｅ】

【図５ｆ】



(50) JP 5671478 B2 2015.2.18

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  ブリーズ，　ジェイムズ　エル．
            アメリカ合衆国，　ミネソタ州，　セント　ポール，　ポスト　オフィス　ボックス　３３４２７
            ，　スリーエム　センター
(72)発明者  シュルツ，　キンバリー　シー．エム．
            アメリカ合衆国，　ミネソタ州，　セント　ポール，　ポスト　オフィス　ボックス　３３４２７
            ，　スリーエム　センター
(72)発明者  ムーア，　シェリル　エル．
            アメリカ合衆国，　ミネソタ州，　セント　ポール，　ポスト　オフィス　ボックス　３３４２７
            ，　スリーエム　センター
(72)発明者  セス，　ジェイシュリー
            アメリカ合衆国，　ミネソタ州，　セント　ポール，　ポスト　オフィス　ボックス　３３４２７
            ，　スリーエム　センター

    審査官  福井　美穂

(56)参考文献  特開２００５－１９４５２５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表平０６－５０３８４８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０３４９７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００８／１００７５５（ＷＯ，Ａ１）　　
              国際公開第２００８／１００７１３（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２００６／０１２７６６６（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｊ　７，１３３，１１
              Ｂ３２Ｂ　２７　　　　
              　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

